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第１章 ひとり親家庭等の在宅就業推進事業評価検討会について 

１．趣旨 

母子家庭の母については、就業経験が少なかったり、結婚・出産により就

業を中断していたことなどにより、就職・再就職に困難を伴うことが多く、

就業してもパートなどの不安定な雇用条件にあることも多いため、能力開発

をはじめとする就業支援の拡充が求められてきたところである。 

その対策として、平成 21～25 年度（継続事業は 27 年度）まで安心こども

基金を活用して、ひとり親家庭に対する在宅就業を支援するための事業を実

施してきたが、平成 26 年度に開催された「ひとり親家庭等の在宅就業支援事

業評価検討会」1において、費用対効果が低く、本事業をこのままの形で実施

していくことは妥当ではないとの評価を受けた。 

このため、平成 27 年度からは、より効果的な方法による新たな在宅就業支

援を実施することとし、「在宅就業者へ発注した業務及び支払った報酬に連動

して、発注企業等に一定の対価が支払われる方式を導入するとともに、在宅

就業に必要なスキルの習得は、母子家庭等就業自立支援センター事業の既存

の講習会等を活用する」こととした。 

 

本事業は、調査研究事業として、平成 27 年度からの「ひとり親家庭等の在

宅就業推進事業」について、①事業の実施状況の事例を収集し、分析を実施

するとともに、②ひとり親家庭等の在宅就業推進事業の評価検討会を開催し、

見直し後の事業について検証・評価を行うことにより、今後の在宅就業支援

のあり方等を検討することを通じて、母子家庭の母等の就業支援の取組の促

進と就業環境の整備を図ることを目的とした。 

  

                                            
1 平成 26 年 8 月にとりまとめられた、「ひとり親家庭等の在宅就業支援事業評価検討会」

報告書において、次のとおり指摘されている。「在宅就業支援事業については、在宅業務を

希望するひとり親等に対して支援を行うため、業務の開拓、参加者の能力開発、業務処理

の円滑な遂行等の一体的な取組を実施することとされており、事業の趣旨は有意義なもの

となっていたといえる。しかしながら、本事業は、「無理なダブルワークの解消につながる

レベルの収入（月 6 万円程度）が得られる在宅業務」又は「生活の維持や将来の教育費支

出等に備えるレベルの収入（月 3 万円程度）が得られる在宅業務」を開拓し、事業終了後

も一定程度同じレベルでの収入が就業により継続されるものを想定していたが、想定して

いたような成果を上げていない結果となった。また、事業実施に要した参加者一人当たり

の費用に照らし、訓練を終了した者の収入状況等をみた場合には、費用対効果が低く、本

事業をこのままの形で継続していくことは妥当でないと考えられる。」 
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【平成 27 年度以降の在宅就業推進事業について】 

 

本調査では、「ひとり親家庭等の在宅就業推進事業」の平成 27 年度からの

見直しが効果を上げているかという点を中心に調査を実施した。 

 

２．検討会構成 

構成員名簿（五十音順・敬称略、○：座長） 

 周 燕飛 独立行政法人労働制作研究・研修機構 主任研究員 

 小豆川 裕子 株式会社 NTT データ経営研究所 

   社会システムデザインユニット 上席研究員 

 新保 幸男 神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部 

   社会福祉学科 教授 

 ○ 山崎 美貴子 社会福祉法人 東京都社会福祉協議会 

   東京ボランティア・市民活動センター所長 

   神奈川県立保健福祉大学顧問 

 山重 慎二 一橋大学経済学研究科 国際・公共政策大学院 教授 

 湯澤 直美 立教大学.コミュニティ福祉学部福祉学科 教授 
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３．審議経過 

 第１回：平成 29 年 2 月 7 日（火） 

 ・本調査事業の趣旨等、各自治体調査票報告、訪問調査内容の検討 

 

 第２回：平成 29 年 3 月 2 日（木） 

 ・訪問調査報告、報告書構成案検討、各自治体実施状況のまとめ方、 

  第１回検討会の要約と論点整理 

 

 第３回：平成 29 年 3 月 23 日（木） 

 ・各自治体実施状況のまとめ、事業の評価議論の整理、 

  報告書のとりまとめ 
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第２章 事業実施自治体へのアンケート調査について 

ひとり親家庭等の在宅就業推進事業について、平成 27 年度及び平成 28 年

度に事業を実施した 8 地方自治体について、まずアンケート表を送付して調

査を行った。 

１．調査対象自治体等 

８地方自治体の平成 27 年度及び平成 28 年度の実施状況は以下のとおりで

ある。また、各自治体が平成 26 年度までの従前の在宅就業支援事業の実施状

況も合わせて一覧とした。 

平成 27 年度から２事業年度に渡って事業を実施している自治体は石川県、

岐阜県、名古屋市、大阪市の４自治体である。平成 28 年度のみ実施した自治

体は青森県、東京都、八王子市であり、静岡県では平成 27 年度のみの実施と

なっている。 

 

【調査対象自治体一覧】（○…実施） 

対象自治体 
実施状況 平成 26 年度までの 

在宅就業支援事業の実施状況 H27 年度 H28 年度 

青森県  ◯ ○（平成 24 年度～平成 26 年度） 

東京都  ◯ ○（平成 22 年度～平成 26 年度） 

静岡県 ◯  ○（平成 24 年度～平成 26 年度） 

石川県 ◯ ◯ 実績なし 

岐阜県 ◯ ◯ 実績なし 

名古屋市 ◯ ◯ ○（平成 23 年度～平成 24 年度） 

大阪市 ◯ ◯ ○（平成 24 年度～平成 25 年度） 

八王子市  ◯ 実績なし 
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２．アンケート調査内容 

今回の調査では、事前に検討委員の意見も伺い調査項目を設定し、アンケ

ート調査票を送付した。調査票の項目は以下のとおりである。 

【調査項目】 

●基本情報 

 事業名 

在宅就業コーディネーターの配置有無 

在宅就業に関するセミナー等の開催有無 

在宅就業推進事業総事業費 

母子家庭等就業・自立支援センター事業総事業費 

在宅就業推進事業実施期間 

在宅就業推進事業の対象者 

在宅就業推進事業の募集人数・応募人数・参加人数とその内訳 

事業受託者名 

事業実施者名 

１．在宅就業参加者について 

 事業の周知方法とその課題 

参加者の要件と選考基準 

説明会・選考における託児の実施状況 

参加者の応募動機 

参加者の状況（在職・離職の別、在宅就業経験の有無、在職者の雇用形態、年齢

内訳、最終学歴） 

実施期間における週当たりの平均在宅就業従事時間 

従事した在宅ワークの種類とその具体的内容 

従事した在宅ワークの単価 

在宅就業による収入 

参加者に対する自立支援プログラム策定の状況 

応募したが選考不通過となった主な理由とアフターフォローの状況 

２．事業実施者について 

 事業実施者の委託要件、選定基準や特徴 

参加者への分配、検収、納品、報酬支払いの具体的な仕組み 

在宅就業コーディネーターの配置人数、資格有無、経験や経歴、支援内容 

在宅就業推進事業の利活用を促進する仕組みの有無 

３．在宅就業に関するセミナー等について 

 開催回数、日時、会場、定員、申込人数、参加人数、託児有無 

セミナーの内容 

講師とその経歴 

参加者の声や担当者の感想 

４．在宅就業推進事業について 

 在宅就業推進事業の実施理由 

平成 29 年度以降の継続について 

当該事業の参加者の状況改善に対する貢献について 

在宅就業推進事業における改善点や政策への要望など 
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３．アンケート調査結果 

各自治体から返送された調査票の結果は、以下の添付資料にまとめた。 

 

添付資料１ 実施自治体概要一覧 

添付資料２-１ 自治体別回答一覧（在宅就業コーディネーター配置） 

添付資料２-２ 自治体別回答一覧（セミナーのみ実施）  
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第３章 ひとり親家庭等の在宅就業推進事業の実施状況について 

ひとり親家庭等の在宅就業推進事業について、平成 27 年度及び平成 28 年

度に事業を実施した 8 地方自治体について、自治体だけでなく、事業実施者

からの訪問によるヒアリングも行いながら、事業の実施状況の把握を行った。 

１．事業の実施状況（在宅就業コーディネーターを配置） 

（１）事業の実施自治体 

在宅就業コーディネーターを配置して事業を実施したのは、３自治体であ

った。事業の委託先等は以下のとおりである。 

 

事業主体 
母子家庭等就業・自立支援 

センター事業委託先 
在宅就業推進事業 事業実施者 

青森県 青森県母子寡婦福祉連合会 
NPO 法人あおもり就職キャリア

支援センター 

東京都 東京都ひとり親家庭福祉協議会 株式会社うるる 

静岡県 静岡県母子寡婦福祉連合会 株式会社東海道シグマ 

 

（２）参加者等の状況 

在宅就業コーディネーターを配置した３自治体における参加人員等は以下

のとおりであった。 

 募集 応募 参加 うち在職中 在宅就業経験者 

青森県 常時募集 １６人 １６人 １２人 ７人 

東京都 ３０人 ４３人 ３１人 ２１人 １８人 

静岡県 ２２人 １６人 １３人 １３人 １１人 

参加者のうち、在職中の方の割合は、青森県 75％、東京都 68％、静岡県

100％であり、在宅就業の経験のある方は、青森県 44％、東京都 58％、静岡

県 85％となっている。 
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（３）参加条件等 

募集を行った際の参加者の条件等は以下のとおりであった。 

青森県 ・職務経歴、経験、資格の有無を確認 

東京都 ＜対象者の要件＞ 

・在宅ワークを実施できる知識・技術はあるが実績が不足している方 

・在宅ワークによって収入を得ようという意欲のある方 

・募集人数を上回る場合は、低所得の方を優先する 

＜選考基準＞ 

・在宅ワークを行う環境が整っているか、時間を確保できるか 

・パソコン利用経験､マイクロソフト社のオフィスソフト利用経験の有無 

・毎月１回１時間程度、就業状況の報告会への参加時間を確保できるか 

※選定にあたっては、モチベーション、受講可能な環境か（本人及び家

族の障害や介護など）、スキル、在宅ワーク可能時間、タイピング、適

性テスト、面接評価について点数化した。 

静岡県 ・Excel を使用するため、基本的な Excel の操作ができること 

・メールのやり取りができること 

・メールにファイル添付ができること 

・納期を必ず守れること 

各自治体においては、平成 27 年度から見直しとなった参加者に対する要件

を鑑み、在宅就業を実施できる一定の知識や技術等を要すると認められる者

であるかをそれぞれ確認している。 
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（４）在宅就業コーディネーターの状況 

３自治体の在宅就業コーディネーターは以下のとおりであった。 

 配置人数と資格・経歴等 支援内容 

青森県 ・１名配置 

・県母連の就業相談員（経験３年）が

兼任 

・事業の周知と説明 

・業務の受注促進 

・在宅就業者の掘り起し等 

東京都 ・２名配置 

・㈱うるるの社員 

 さらに、面談やフォローに当たるキ

ャリアコンサルタント有資格者 2 名

を追加配置 

・事業全体進行管理 

・参加者個別の支援計画の策定 

・進捗管理 

・毎月の面談実施 

静岡県 ・１名配置 

・㈱東海道シグマ社員で、PC インスト

ラクターの経験者。 

 職業訓練校の担任でもある 

・業務設計、工数積算 

・業務配分、発注、検収、納品、

支払等管理全般 

・H24～26 の在宅就業支援事業

も担当 

 

（５）事業実施方法等 

事業の実施方法等は以下のとおりであった。 

 
期間中 

収入計 
業務開拓方法 業務発注方法 事業のポイント 

青
森
県 

18,673 円

/人 

就業・自立支援セン

ターが自ら業務を

開拓 

参加者へ優先発注 行政機関への営業

機会を有効活用 

東
京
都 

46,971 円

/人 

はじめは事業実施

者が自社開拓し、の

ちにサイトを利用

して参加者が自己

開拓 

はじめは参加者へ

優先発注し、後に本

人が自力で受注 

自社業務の発注か

ら段階的にステッ

プアップ 

静
岡
県 

21,805 円

/人 

事業実施者が自社

開拓 

受注可能者を募集 以前からの登録者

ネットワークを活

用 

ロースキルでも可

能な案件 
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また、３自治体が事業実施上の課題について、以下のとおり答えている。 

 課題等 

青森県 ・業務獲得 

・ある程度スキルがある人は働いているし、在宅専業を望む人は少ない 

・そもそも環境がない人も多い 

東京都 ・参加者のモチベーションの維持 

・簡単に初められるが、安定的に受注するのは難しい 

・短期間では必要なスキルの開発は難しい 

静岡県 ・収入増になかなかならない 

・経済的困窮を改善するには、養育費確保の取組が優先されると考えて

いる 

 

（６）平成 29 年度以降の在宅就業推進事業の実施予定 

今年度、事業を実施した自治体のうち、平成 29 年度以降も事業を継続する

と回答したのは、青森県、東京都で、静岡県の実施予定はない。 
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２．事業の実施状況（セミナーのみの開催） 

（１）事業の実施自治体等 

就業に向けたセミナーのみの開催だったのは、石川県、岐阜県、名古屋市、

大阪市、八王子市の５自治体であった。事業の委託先等は以下のとおりであ

る。 

事業主体 
母子家庭等就業・自立支援 

センター事業委託先 

在宅就業推進事業 

事業実施者 

石川県 石川県母子寡婦福祉連合会 同左 

岐阜県 岐阜県母子寡婦福祉連合会 (H27 年度)株式会社パソナテック 

(H28 年度)株式会社ユニテックキ

ャリアサポート 

名古屋市 愛知県母子寡婦福祉連合会 同左 

（講師は株式会社ＫＣＳ代表者） 

大阪市 大阪市ひとり親家庭福祉連合会 同左 

八王子市 株式会社エイジェック 同左 

（講師は株式会社うるる） 

 

（２）対象者 

セミナーのみ実施した５自治体における参加人員等は以下のとおりであっ

た。 

 募集人数 応募人数 参加人数 

石川県 定員なし 個別案内 ５人 

岐阜県 

（2 カ年分） 
２４人 １１人 １１人 

名古屋市 

（2 カ年分） 
８０人 ２７人 ２１人 

大阪市   ７人  ７人 

八王子市 ２０人 １７人 １０人 
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（３）事業実施方法等 

事業の実施方法等は以下のとおりであった。 

 実施回数 
託児の有無 参加要件 

H27 年度 H28 年度 

石川県   ２回 託児なし － 

岐阜県 ２４回 １２回 託児なし 

・パソコン所有 

・ネット環境あり 

・文章入力可 

名古屋市 
 ２回 

（各２時間） 

 ２回 

（各２時間） 
託児なし － 

大阪市 
参加者が集まら

ず開催なし 
 １回 託児あり － 

八王子市 開催なし  １回 託児あり － 

 

セミナーの内容は以下のとおりであった。 

 内容 

石川県 実技なし 講義のみ 

岐阜県 実技あり 
H27 年度はカタログのデータ化 

H28 年度はクラウドソーシングで実際に受注体験 

名古屋市 実技なし 在宅ワークの紹介 

大阪市 実技なし 
在宅ワーク及びクラウドソーシング説明 

在宅ナビ登録説明 

開催なし 実技なし 在宅ワーク及びクラウドソーシング説明 

 

（４）平成 29 年度以降の在宅就業推進事業の実施予定 

今年度、事業を実施した自治体のうち、平成 29 年度以降も事業を継続する

と回答したのは、青森県、東京都、岐阜県、八王子市の４自治体であった。（残

り２つは未回答、２つは実施予定なし） 

以上の訪問調査の内容は、以下の添付資料にまとめた。 

添付資料３ 訪問調査報告書 

 （3-1 青森県、3-2 東京都、3-3 静岡県、3-4 岐阜県） 

添付資料４ 実施状況事例（4-1 青森県、4-2 東京都、4-3 静岡県、4-4 岐阜県） 
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３．事業の評価 

平成 21 年度～25 年度までに、以前の仕組みで実施されていた在宅就業支

援事業は、平成 26 年度に開催された「ひとり親家庭等の在宅就業支援事業評

価検討会」からの指摘事項を踏まえて、見直しを行った。 

その検討会からの指摘事項としては、①訓練を重視するあまりに参加者の

能力が不均等となっていること、②事業参加者の在宅就業により得られた収

入が低すぎること、③在宅就業の継続を支えるサポート体制が不充分である

こと、④業務開拓から納品までの業務処理のマネジメントが不足しているこ

と、などである。 

以前の事業は長期間の訓練と在宅就業を組み合わせて実施されており、能

力開発という点では評価はできるが、訓練終了後の参加者の収入について、

事業に要した一人当たりの費用と比べて、参加者の在宅就業から得られた収

入状況は低く2、費用対効果から鑑みても同様の形での継続は妥当ではないと

の評価であった。また、乳幼児や障害児を抱えていたり、自身が病気であっ

たりと、ひとり親を取り巻く環境は複雑化しており、様々な事情により在宅

就業も継続が困難になる場合があるので、母子自立支援員や就業支援専門員

がひとり親と寄り添いながら、生活や就業、キャリア形成等に関しても相談

支援が必要ではないかとの意見もあった。 

指摘事項を受けて、平成 27 年度に行った事業の見直しでは主に 3 つのポイ

ントがあった。 

① 対象者は、在宅就業が実施できる一定の知識や技術等を有する者とする点。

参加レベルに達していない技能の習得を必要とする者については、母子家

庭等就業・自立支援センターで行われているその他の事業、職業訓練や講

習会等を活用するという点。 

② 業務の調達、在宅就業希望者への発注・分配、検収、納品、報酬の支払い

等を行う在宅就業コーディネーターを配置できるという点。 

③ 事業実施者及び業務発注企業のインセンティブを高めるための仕組みを

取り入れるという点。 

                                            
2 平成 21～25 年度に実施された在宅就業支援事業において、訓練を開始した者１人当たり

に要した費用 199.4 万円、訓練を終了した者 1 人当たりに要した費用 274.6 万円。在宅業

務に従事した者の平均収入月額 16,367 円。月額 5 千円以下の者が全体の 59.3％を占めてい

た 
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平成 27 年度及び平成 28 年度に事業を実施した８自治体について、在宅就

業コーディネーターを配置したのは、青森県、東京都、静岡県の 3 つの自治

体である。 

青森県は、母子家庭等就業・自立支援センター事業（以下「センター事業」

という）の一部として、青森県母子寡婦福祉連合会へ委託して在宅就業推進

事業を実施した。在宅就業コーディネーターもセンター事業で就業相談員を 3

年経験している方が兼務しており、センター事業と連携しながら、幅広いサ

ポート体制を整え、参加者をフォローした。 

東京都は、クラウドソーシングサービスを提供する「株式会社うるる」へ

在宅就業推進事業を委託した。在宅就業コーディネーターは、クラウドソー

シング及び在宅ワークに関して、在宅ワーカーの教育指導や教育プログラム

の開発、在宅ワーカーと企業をつなぐ業務の経験者 2 名が担当した。他にキ

ャリアコンサルタント有資格者を 2 名追加配置した。参加者とは月 1 回の定

期面談を行い、就業状況の報告を受け、カウンセリングを行いながら、翌月

の在宅ワークの内容を一緒に検討した。在宅就業は周囲に仲間がいない環境

で実施するため、孤独感を感じたりして、モチベーションを維持するのが難

しいこともあるが、在宅就業コーディネーターが参加者一人一人の状況に合

わせた支援計画による支援を行った。 

静岡県は、在宅就業推進事業を株式会社東海道シグマに再委託した。社員 1

名を実施期間中、在宅就業コーディネーターとして配置した。パソコンイン

ストラクターの経験があり、東海道シグマが委託運営する公共職業訓練も担

当している方である。平成 24 年度～26 年度のひとり親家庭等在宅就業支援

事業も担当した方で、今回の参加者とは顔が見えている関係性もあり、業務

の進め方から、パソコンスキル向上のための指導等の支援を行った。 

青森県、東京都、静岡県では、在宅就業コーディネーターが、在宅就業希

望者の募集選考から、業務の発注・分配、検収、納品、報酬の支払い等の過

程において、さまざまな支援を継続的に行っている。この点においては、平

成26年度の検討委員会で指摘された業務の管理と参加者のフォローという問

題はクリアされているといえる。 

また、事業実施者が参加者に対してあらかじめ業務を用意していたことに

より一定水準の収入が得られた点3、業務を実施しながら在宅就業のスキルを

                                            
3 9 ページ参照：事業実施期間中に参加者が得た 1 人当たりの収入平均は、青森県では

18,673 円。東京都では 46,971 円。静岡県では 21,805 円であった。 
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身につけていっている点も、今回の事業で評価できる点と考える。 

在宅就業コーディネーターを配置せずにセミナーのみを実施した岐阜県で

は、10 数回のセミナーを約３ヶ月に渡り毎週土曜日に開催していて、参加者

同士のつながりができるという副次的な効果があった。また参加者全員に自

立支援プログラムを策定していることは、継続的な支援につながっていると

いえる。 

一方で、期待通りの収入を継続的かつ安定的に得られる状況になかったこ

とから、在宅ワークの報酬単価の低さと参加者のスキルの低さ、これら 2 つ

のことが依然解決できていないとの指摘があった。在宅ワークがプラスアル

ファの安定的な収入になるためには、報酬単価の低さと参加者のスキルの低

さをどのように解決するかというのが、今後の課題として残っている。 

報酬単価の低さに関して、ひとり親の在宅ワークは、やはりデータ入力や

文字起こし等の単純作業が中心となる。単純作業は、簡単な故に対応可能な

者も多く、競争が激しいため、単価がどうしても低くなりがちである。 

また、スキルの低さについては、スキルの高いひとり親が少ないというこ

とも考えられる。単価が高い仕事は、高いスキルと仕事がマッチングした結

果であり、現状として、高いスキルを持ち在宅就業を希望するひとり親は少

ないのではないかと想定される。 

今回の事業から見直しとなった事業実施者及び業務発注企業のインセンテ

ィブを高めるための仕組みついては、導入している自治体がなかったため、

どのような仕組みが良いのかまだ評価はできない。ただし、インセンティブ

の在り方については、できるだけ多くの参加者を集めて、事業を推進すると

いう点においては、参加者、事業実施者、業務発注者、それぞれにメリット

が生じる仕組みづくりが必要である。 
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第４章 今後の在宅就業支援の在り方について 

本検討会では、以上のとおり在宅就業支援事業の現状確認を行った。その

上で、今後の在宅就業支援の在り方について検討を行い、以下のとおりとり

まとめた。 

 

１．在宅就業支援事業の目標について 

（事業の対象者） 

この事業は、例えばドメスティックバイオレンスの経験者や、自身の心理

的な問題や、障害児の養育・親の介護等で外で働くことが難しい方が、能力

があれば在宅で収入を得ることができる点は、やはりメリットがある。 

また、昼と夜のダブルワークにおける負担の軽減や、子どもとの時間を多

く持てるようになったという声もあり、自宅で副収入を得られるということ

を一つのゴールと考えても良いのではないか。 

在宅就業希望者も多様化していて、どのくらいの収入を得たいのかもさま

ざまであることから、自営型の在宅就業に誘導する、在宅就業で自立を目指

すという目標の設定には疑問がある。 

また、平成 27 年度からの見直しとして、在宅就業が実施できる一定の知識

や技術等を有する者を対象としたが、実際の参加者にはそういった層が少な

く、空いている時間で少しでも副収入を得たいという層の参加が多かったこ

とからも、対象者の層は広げてもよいのではないか。 

対象者の層を広げるに当たっては、ハローワークの就職ナビゲーターや、

市区町村の母子・父子自立支援員との緊密な連携によるきめ細やかな周知活

動を実施することで、対象者をこの事業に結びつけることが必要である。 

（スキルアップの役割） 

この事業の目標として、スキルアップという側面を考えてもよいのではな

いか。すぐには外で働けない方、また、時間的な制約から非正規雇用で働い

ている方等が、トレーニングの機会、いわば在宅における OJT として実際業

務をして、評価・対価を得ていくことがこの事業で可能なのではないかと考

える。 
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実際の業務を行うことで、技能だけでなく、仕事の進め方や管理の仕方に

習熟していき、1 年、2 年、3 年と時間はかかるかもしれないが、自立やキャ

リアアップにつながっていけるのではないか。なかなか自立が難しい方を対

象とするのであれば、教育的投資として、長期的な観点で事業を捉え、将来

的な賃金・収入の上昇までを事業の評価とすることが大事ではないか。 

現在の在宅での仕事が次につながっていくような仕組み作りを行っていく

必要があり、継続してくことで事業の広がりが出てくると思われる。 

ただ、スキルアップについては、ある程度明確な目標、例えば資格取得や、

タイピングスピードのスコアアップなど定量的な目標設定が必要と考えられ

る。その目標を目指すことが参加者のモチベーションの向上にもつながると

思われる。 

 

２．在宅就業支援事業の業務分野と開拓方法について 

（クラウドソーシングについて） 

今回の事業で参加者が実際に行った業務は、議事録の文字起こしや、アン

ケートデータの入力、インターネット上の情報収集、紹介文章の作成、デー

タ整備、イラスト作成などで、現在の在宅ワークにおいてはこのようなＩＴ

を活用した業務が主流となっている。一方で、最近のひとり親家庭からは、

趣味を活かした副業的な業務、例えばネイルサロンや手作り品の販売などに

取り組みたいという意見もある。 

ＩＴ・パソコンを活用した業務の受発注においては、クラウドソーシング

サイトの存在が今回大きくクローズアップされた。クラウドソーシングサイ

トの発展によって、簡単に誰でもすぐに在宅ワークが実施できるような環境

になったといえる。 

ただ、クラウドソーシングサイト上の仕事にはさまざまな種類があり、専

門的なスキルが必要なものは単価が高いが、低スキルや未経験で取り組める

業務は総じて低単価である。また、個人として自ら業務を受注するためには、

ライバルを押さえて業務を獲得しなければならず、実際の業務を遂行するス

キルに加えて、自身をアピールすることや、発注者との迅速なメール送受信

などのコミュニケーションスキルも求められる。 

就業経験が少なく非正規雇用であった期間が長いなど、基本的なビジネス
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スキルに課題があるひとり親家庭にとっては、激しい競争に勝たなければな

らず、望ましい市場とはいえないのではないか。 

東京都の試みのように、最初は実施事業者が用意した発注業務の割合を高

くして、そこで業務経験を積みながら、在宅就業コーディネーターが定期的

に面談を実施してモチベーションを維持し、徐々にクラウドソーシングによ

る受注支援に重点を移して、段階的に自分で受注できるように支援していく

やり方はヒントになる。 

（業務の開拓について） 

今回参加者が行った業務は、事業実施者の自社業務と、事業実施者が開拓

した業務であった。いわば用意した業務を優先的に参加者に発注するという

仕組みであり、安定継続的に業務を提供できるかどうかは、事業実施者の業

務調達力によるところが大きい。ただ、事業実施者の委託先として民間の人

材会社や、BPO 事業会社が、発注者（マーケット）と在宅就業希望者をつな

ぐ役割となったことは意義がある。 

しかしながら、ひとり親家庭に安定継続的に業務を提供することは簡単で

はなく、青森県や静岡県の事例でも、参加者が行った在宅ワークは業務が発

生した期間に限定されている。 

このため、一般の市場で発注されている業務を、ひとり親家庭で受注でき

るようにするため、市場を開拓するような役割も必要である。 

クラウドソーシングのようなインターネットを活用した業務の受発注とい

う仕組みを考えるならば、自治体レベルで取り組むのではなく、国レベルで

考えることも必要なのではないか。そうすることで、業務の種類や量を担保

できれば、能力や業務内容に応じて、在宅ワーカーが仕事を選択できるよう

な環境を用意することが可能になるのではないか。そういった仕組みを民間

企業に委託するという方法や、場合によってはハローワークが行うなど実施

方法も様々な角度から検討される必要がある。 

また業務の調達としては、公共調達など自治体や行政関係機関が積極的に

発注する取組や、ひとり親家庭を支援することが発注業者の PR になるような

取組が必要である。 
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３．在宅就業支援事業における支援方法について 

（セミナーの役割） 

今回岐阜県が行った 10 回を超える連続セミナーでは、その期間に人間関係

ができ、当事者のお母さんたちが、子どものことや自分のことについて、気

持ちを開いて話せるような機会になった。孤独になりがちなひとり親家庭に

とっては、セミナーが交流の場となって、精神的な安定にもつながる効果が

ある。 

この事業で出会った人たちの間で形成される、ある程度信頼できる人たち

のつながり（学問の世界でソーシャル・キャピタルという）が資産となって、

対象者のその後のキャリアにつながっていく、あるいは仕事につながってい

くのではないか。そういった人のつながりを醸成していくことに貢献できる

こともこの事業の特徴として良いのではないか。 

ただし、セミナーの内容は当然参加動機に影響を与える。セミナー単独で

はあまり効果が期待できないし、評価することも難しいので、やはり在宅就

業とセットにして仕事につながる内容が好ましい。 

（訓練方法について） 

この事業の利点として、仕事をしながら学んでいくＯＪＴ的な効果が挙げ

られる。スキルを身につけながら実務の経験を積み、その経験によってさら

にスキルを上げていくことができる。対面ではなくても、インターネットを

通してのやりとりもＯＪＴと捉えられる。 

なお、初期の段階では、フェース・トゥ・フェースの機会を設けて、モチ

ベーションを維持しつつ、「評価される＝業務の実施で対価を得る」ところま

でサポートするとさらに効果があるのではないか。また、そういった場では

託児サービスが提供されることも必要である。 

在宅就業に関するセミナーから、ＯＪＴやハンズオンで学んでいけるよう

な機会につながり、さらに経験やスキルを身につけることで職業能力を向上

させて自立に向かっていける方々が出てくることがこの事業のいい展開モデ

ルとなるのではないか。 

また、在宅就業の場所として、自宅以外の地域の拠点のようなところで、

週の中の１日とか数時間、一緒に業務に当たるような場を、意図的に用意す
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るということがあってもよいのではないか。そういう場で、在宅就業コーデ

ィネーターが対面で、どんなスキルを身につけ、どの方向に高めれば良いの

かをアドバイスすることで、単価の高い仕事ができるようになる可能性もあ

るし、さらに広げて在宅就労と一般就業場所で仕事をするというのが一連と

なるようなモデルへと発展させることも将来的には検討できそうである。 

（環境整備） 

この事業の参加条件として、自宅にパソコンと通信環境があることが必要

である。ひとり親家庭においては、その環境がないために参加機会が失われ

ているという指摘もある。例えば事業としてパソコンや通信環境を一定期間

貸与して、試してみるなどの方法も考える必要がある。 

（在宅就業コーディネーターの役割） 

さまざまな課題を抱えているひとり親家庭の支援にあっては、生活上の諸

条件が整備されないと就労できない。そういった生活支援と就労支援の両方

が必要となる。ひとり親家庭の個別の状況、つまり、今までの経験や子ども

とのかかわり、地域での活動など、参加者の要望をまとめ、さらに話し合い

を通じて生活上及び就労に向けての目標を設定して取り組んで行くことが極

めて重要である。その役割を中間支援組織のようなものに求めるのか、在宅

就業コーディネーターの機能を強化するのかも含めて対応が必要である。 

この事業においては、当事者とその支援者団体、それから民間営利企業の

持っている力がつながることによって新しい共助の形ができてくる。三者が

つながるような仕組みをつくる必要があり、その資源を開発するような研修

のプログラム等を在宅就業コーディネーターは調整していくべきである。 

 

４．インセンティブのあり方について 

今回の事業から見直しとなった事業実施者及び業務発注企業のインセンテ

ィブを高めるための仕組みついては、効果的な導入事例はなかった。 

この事業における利害関係者を考えると、ひとり親家庭（当事者）と、そ

こに仕事を発注する人（業務発注者）、そしてそれをつなぐ人（コーディネー

ター/中間支援組織）の三者がある。このつなぐ人とトレーニングをする人は

一体的であることが想定される。 
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この事業は、まず業務が発注されないと成立しないが、業務発注者として

は、①クラウドソーシングのような市場の仕事を受注できる場と②行政・地

方自治体による発注、そして③ひとり親家庭を支援したいということで発注

してくれる民間企業・団体の 3 つに分けられる。 

②ついては、コーディネーターの積極的なアプローチによって優先的に業

務を調達することが可能になるのではないかと考えられるが、①と③に対し

ての業務開拓については非常に困難である。一つの解決策は、①の場を持っ

ている企業がつなぐ人（コーディネーター）になること。それから、もう一

つは、当事者が自ら市場に出ていって業務を調達する方法もあるのではない

か。 

しかしながら、当事者、業務発注者、つなぐ人のそれぞれがこの事業に積

極的に参加するようになるためには、三者それぞれにインセンティブが働く

仕組みを作ることがやはり必要である。 

ひとり親家庭の当事者については、以前の在宅就業支援事業では、訓練受

講について手当を発生させたが、事業へ参加する動機づけとはなったが、訓

練手当による事業費の増大と参加者の得た収入とが見合わなかった。事業に

参加することでインセンティブを発生させるのではなく、実施した業務量に

比例して対価に上乗せされるような補助の形が望ましいのではないか。ただ

し、当然期間を定める必要はある。 

例えば 1 年間は単価 600 円の仕事であれば、場合によっては 400 円プラス

する。そうすると、600 円で受けているのが 1,000 円になるので、その期間だ

けでも参加してみようかという気持ちになるのではないか。そうすることで

実際に業務をしてもらいスキルを向上させる支援プログラムができるのでは

ないか。 

ただし、イラストレーターやフォトショップのような、高度な技能を使い

こなすような仕事ではなく、むしろ単価が低いもので、初心者・未経験者か

ら取り組めるようなデータ入力や情報収集などに上乗せをすれば、スキルの

低い方への支援というのができるのではないか。そういったロースキルの業

務であっても、実務経験を積めるのであれば、総合的なスキルアップにつな

がると考える。 

業務発注者については、公共の調達、および民間事業者についても、当事

者やその団体への発注に対しては、その発注額に応じて一定のお金（＝協力

費）を補助する仕組みというのはあり得るのではないか。それによって、で
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きるだけ多く発注しようというインセンティブが働くだろう。 

また、つなぐ人（コーディネーター/中間組織）については、事業への参加

者数と、そこに発注された業務量に応じて、報酬が発生するような仕組みが

必要であろう。それによって、教育的な役割を果たしてくれるようになるの

ではないか。民間事業者がこの事業に参加することは、ＯＪＴの側面からも

効果的であり、そのためにもインセンティブの仕組みは必須である。 

 

５．今後の在宅就業支援事業の方向性について 

今回の調査では、在宅就業推進事業を実施した 8自治体に調査票を送付し、

在宅就業コーディネーターを配置した 3 自治体とセミナーの回数を多く実施

した 1 自治体には、訪問のうえ、事業実施者からもヒアリングを行いながら

事業の実施状況の把握を行った。 

訪問ヒアリングを行った自治体と実施事業者が挙げた課題としては、①業

務の安定的継続的調達の困難さ、②対象者の事業への参加、③在宅就業に必

要な能力の開発、④参加者のモチベーションの維持、⑤業務単価の低さなど

が挙げられた。 

一方で、在宅就業コーディネーターが業務の管理と参加者のフォローに関

し機能していて、参加者 1 人当たりの事業費の平均は 24.9 万円、1 人当たり

の事業期間中の収入総額の平均は 29,150 円となった。 

業務の単価や参加者の能力開発など課題はあるが、この事業を広げていく

ための必要条件も整理されてきた。 

事業に参加した在宅就業希望者が、この事業を通じてどのくらいの収入を

望んでいるのかは個人によって違い、空いている時間を有効活用して数千円

～数万円の副収入が得られれば満足している方、もっと収入が必要な経済状

態が厳しい方もいると思われる。 

今後は参加者に対して参加動機や感想を調査し、利用ニーズを把握すると

ともに、ひとり親家庭を支援する関係機関が連携して、必要に応じ、アウト

リーチを行うなど、対象者を掘り起こすことも必要である。 

今回の調査を踏まえて、いくつか望ましいと思われるモデルが見えてきて

いるところもあるので、今後、それを例示的にでも、対象地域と対象者の特

徴によって有効となる取組を提示していくことが必要である。 
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添付資料 1 実施自治体概要一覧 

 

■
平

成
2
7
・
2
8
年

度
_在

宅
就

業
推

進
事

業
の

実
施

自
治

体
概

要
一

覧
　

　

▼
在

宅
就

業
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
配

置
あ

り
▼

在
宅

就
業

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

配

置

在
宅

就
業

に
関

す
る

セ
ミ

ナ
ー

等

開
催

在
宅

就
業

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

配

置

在
宅

就
業

に
関

す
る

セ
ミ

ナ
ー

等

開
催

母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ

ン
タ

ー
事

業
（
略

称
：
セ

ン
タ

ー
事

業
）
委

託
先

在
宅

就
業

推
進

事
業

事
業

実
施

者
概

要

1
青

森
県

○
公

益
財

団
法

人
　

青
森

県
母

子
寡

婦
福

祉
連

合
会

公
益

財
団

法
人

　
青

森
県

母
子

寡
婦

福
祉

連
合

会

・
1
6
名

参
加

（
離

職
：
在

職
＝

4
：
1
2
、

う
ち

在
宅

就
業

経
験

あ
り

7
名

）
・
参

加
要

件
：
経

歴
や

資
格

を
確

認
・
在

宅
就

業
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
　

常
時

1
名

（
就

業
相

談
員

）
　

（
役

割
：
事

業
の

周
知

説
明

、
業

務
の

受
注

促
進

、
在

宅
就

業
者

の
掘

り
起

こ
し

）
・
業

務
の

分
配

賃
金

配
分

は
業

者
へ

依
頼

・
業

務
受

注
の

た
め

、
県

内
各

行
政

機
関

等
に

依
頼

し
て

い
る

が
発

注
は

多
く
な

い
・
H

2
9
年

度
以

降
も

実
施

2
東

京
都

○
株

式
会

社
う

る
る

株
式

会
社

う
る

る

・
3
1
名

参
加

（
（
離

職
：
在

職
＝

1
0
：
2
1
、

う
ち

在
宅

就
業

経
験

あ
り

1
8
名

）
応

募
は

4
3
名

・
参

加
要

件
：
在

宅
ワ

ー
ク

環
境

と
ス

キ
ル

、
可

能
時

間
を

確
認

・
在

宅
就

業
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
　

常
時

2
名

（
株

式
会

社
う

る
る

社
員

）
　

（
役

割
：
事

業
進

行
管

理
、

連
絡

調
整

、
参

加
者

の
個

別
支

援
計

画
策

定
）

・
株

式
会

社
う

る
る

か
ら

の
発

注
業

務
と

ク
ラ

ウ
ド

ソ
ー

シ
ン

グ
サ

イ
ト

で
の

受
注

・
H

2
9
年

度
以

降
も

実
施

3
静

岡
県

（
静

岡
市

・
浜

松
市

含
む

）
○

公
益

社
団

法
人

　
静

岡
県

母
子

寡
婦

福
祉

連
合

会
株

式
会

社
東

海
道

シ
グ

マ

・
1
6
名

参
加

（
離

職
：
在

職
＝

0
：
1
3
、

う
ち

在
宅

就
業

経
験

あ
り

1
1
名

）
・
参

加
要

件
（
ス

キ
ル

確
認

、
納

期
意

識
）

・
在

宅
就

業
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
　

常
時

1
名

（
経

歴
等

不
明

）
　

（
役

割
：
在

宅
就

業
に

関
す

る
相

談
対

応
、

ス
キ

ル
チ

ェ
ッ

ク
、

ス
キ

ル
向

上
指

導
、

サ
ポ

ー
ト

）
・
ア

ン
ケ

ー
ト

デ
ー

タ
入

力
、

デ
ー

タ
集

計
・
グ

ラ
フ

化
・
冊

子
化

作
業

を
実

施
・
H

2
9
年

度
以

降
実

施
予

定
な

し

▼
セ

ミ
ナ

ー
の

み
実

施
▼

4
石

川
県

○
○

石
川

県
母

子
寡

婦
福

祉
連

合
会

・
回

数
：
H

2
8
年

度
2
回

、
H

2
8
年

度
2
回

（
こ

れ
か

ら
）
（
託

児
な

し
・
参

加
：
H

2
7
年

度
6
名

（
参

加
要

件
特

に
な

し
）

・
実

技
な

し
、

講
義

の
み

・
H

2
9
年

度
以

降
は

実
施

し
な

い

5
岐

阜
県

○
○

岐
阜

県
母

子
寡

婦
福

祉
連

合
会

H
2
7
年

度
パ

ソ
ナ

テ
ッ

ク
H

2
8
年

度
ユ

ニ
テ

ッ
ク

キ
ャ

リ
ア

サ
ポ

ー
ト

・
回

数
：
H

2
7
年

度
2
4
回

、
H

2
8
年

度
1
2
回

開
催

(託
児

な
し

）
・
参

加
：
H

2
7
年

度
6
名

、
H

2
8
年

度
5
名

（
パ

ソ
コ

ン
所

有
、

ネ
ッ

ト
環

境
あ

り
、

文
章

入
力

可
が

参
加

条
件

）
・
実

技
あ

り
：
H

2
7
年

度
は

カ
タ

ロ
グ

の
デ

ー
タ

化
、

H
2
8
年

度
は

ク
ラ

ウ
ド

ソ
ー

シ
ン

グ
で

実
際

に
受

注
体

験
・
H

2
9
年

度
以

降
も

実
施

6
名

古
屋

市
○

○
愛

知
県

母
子

寡
婦

福
祉

連
合

会
株

式
会

社
K
C

S
代

表
者

が
講

師

・
回

数
：
H

2
7
年

度
2
回

、
H

2
8
年

度
2
回

開
催

　
各

2
時

間
（
託

児
な

し
）

・
参

加
：
2
年

度
計

2
1
名

（
定

員
8
0
名

）
・
実

技
な

し
、

講
義

の
み

・
H

2
9
年

度
以

降
に

つ
い

て
は

回
答

な
し

7
大

阪
市

○
○

公
益

財
団

法
人

大
阪

市
ひ

と
り

親
家

庭
福

祉
連

合
会

・
回

数
：
H

2
7
年

度
は

計
画

す
る

も
参

加
者

が
集

ま
ら

ず
開

催
な

し
、

H
2
8
年

度
1
回

（
託

児
あ

り
）

・
参

加
：
H

2
8
年

度
5
人

・
実

技
な

し
、

在
宅

ワ
ー

ク
及

び
ク

ラ
ウ

ド
ソ

ー
シ

ン
グ

説
明

、
在

宅
ナ

ビ
登

録
説

明
・
H

2
9
年

度
以

降
に

つ
い

て
は

回
答

な
し

8
八

王
子

市
○

株
式

会
社

エ
イ

ジ
ェ

ッ
ク

株
式

会
社

エ
イ

ジ
ェ

ッ
ク

・
回

数
：
H

2
7
年

度
開

催
な

し
、

H
2
8
年

度
1
回

開
催

（
託

児
あ

り
）

・
参

加
：
1
0
名

・
実

技
な

し
、

講
義

の
み

、
在

宅
ワ

ー
ク

及
び

ク
ラ

ウ
ド

ソ
ー

シ
ン

グ
説

明
・
ク

ラ
ウ

ド
ソ

ー
シ

ン
グ

サ
イ

ト
運

営
の

株
式

会
社

う
る

る
が

講
師

担
当

8
自

治
体

1
自

治
体

4
自

治
体

2
自

治
体

5
自

治
体

平
成

2
7
年

度

事
業

実
施

自
治

体
名

Ｎ
ｏ
．

平
成

2
8
年

度

資
料

１



24 

 

添付資料 2-1 自治体別回答一覧（在宅就業コーディネーター配置） 

 

  

■自治体別回答一覧

【在宅就業コーディネーターの配置あり】

11,000千円 355千円/参加者1人あたり 1,008千円 78千円/参加者1人あたり

平成28年4月　～ 平成29年3月 平成28年4月　～ 平成30年3月（予定） 平成27年6月　～ 平成28年3月（終了）

母子 母子 39人 母子 16人

父子 父子 2人 父子 0人

寡婦 寡婦 2人 寡婦 0人

障がい者 障がい者 0人 障がい者 0人

計 16人 計 43人 計 16人

母子 母子 28人 母子 13人

父子 父子 2人 父子 0人

寡婦 寡婦 1人 寡婦 0人

障がい者 障がい者 0人 障がい者 0人

計 16人 計 31人 計 13人

1

2

3

4 説明会・選考会での託児状況

託児有無 あり なし なし

託児方法 応募説明会は実施していないが、２９年度は実施を検討中
特に説明会等はなく、メールにて応募してもらう。始めての
応募の場合、事務局より電話しスキル等直接確認する。

４　その他
希望する者は多いと思われるが、多くの参加者がいても、
業務自体が少ない。

単年度で事業を行うため、周知期間が短く、行き届かな
い。短い中どのように効果的な広報を行うかが課題。

在宅就業はどうしても単価が安い為、かかる時間に対して
報酬が少なく、参加への意欲がわかない

参加者の要件、及び選考基準

詳細 職務経歴、経験、資格の有無を確認する。

＜対象者の要件＞
・在宅ワークを実施できる知識・技術はあるが、実績が不
足している。
・在宅ワークによって収入を得ようという意欲のある方
・募集人数を上回る場合は、低所得の方を優先
＜選考基準＞
・在宅ワークを行う環境が整っているか、時間を確保でき
るか
・パソコン利用経験・マイクロソフト社のオフィスソフト利用
経験があるか
・毎月１回１時間程度、就業状況の報告会への参加時間を
確保できるか
※選定にあたっては、モチベーション、受講可能な環境か
（本人及び家族の障害や介護など）、スキル、在宅ワーク
可能時間、タイピング、適性テスト、面接評価について点
数化。

・Excelを使用するため、基本的なExcelの操作ができること
・メールのやり取りができること
・メールにファイル添付ができること
・納期を必ず守れること

２　事業内容の説明が難しい

３　事業意義を理解してもら
えない

◯

５　その他

市町村広報への掲載依頼、チラシの児童扶養手当関係書
類送付時の同封依頼、機関紙の関係各機関等への配架
等々ラジオによる定期放送による周知　講習会受講生へ
紹介

※東京都福祉保健局のHPにも掲載（現在は削除）
東京都ひとり親家庭支援センターはあとで発行するメール
マガジンへの掲載/受託者によるプレスリリース

Ｈ24～25年度に受託した、ひとり親家庭在宅就業支援事
業の受講生（約140名）に一斉メールにてご案内

事業周知についての課題

１　対象者に認知してもらえ
ない

◯ ◯

３　SNS（Twitter/Facebook等） ◯

４　ホームページ http://aomori-kenboren.jimdo.com https://www.uluru.biz/archives/5002

１　パンフレット/チラシ配布 ◯ ◯

２　ダイレクトメール ◯

事業実施社名 青森県母子寡婦福祉連合会 株式会社うるる 株式会社東海道シグマ

１．在宅就業推進事業参加者について

事業の周知方法

応募人数

参加人数計

事業受託者名 青森県母子寡婦福祉連合会 株式会社うるる 公益社団法人静岡県母子寡婦福祉連合会

対象者 県内在住のひとり親家庭の母・父及び寡婦 都内在住のひとり親家庭の母・父及び寡婦 県内在住のひとり親家庭の母・父及び寡婦

募集人数 指定なし 30人 22人

在宅就業推進事業総事業費

母子家庭等就業・自立支援事業
総事業費 22,992千円 48,022千円 19,564千円

事業実施期間

▼基本項目▼

事業実施自治体名 NO.1　青森県 NO.2　東京都 NO.3　静岡県（静岡市・浜松市含む）

事業名 青森県ひとり親家庭等就業・生活支援事業 東京都ひとり親家庭等在宅就業推進事業 静岡県ひとり親家庭在宅就業支援事業

資料２－１
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5

6

離職中 4人 離職中 10人 離職中 0人

在職中 12人 在職中 21人 在職中 13人

在宅就業経験あり 7人 在宅就業経験あり 18人 在宅就業経験あり 11人

自営業 2人 自営業 自営業

正規職員 2人 正規職員 正規職員 1人

契約社員 5人 契約社員 契約社員 6人

派遣社員 派遣社員 派遣社員

アルバイト・パート 4人 アルバイト・パート アルバイト・パート 6人

10代 10代 10代

20代 1人 20代 1人 20代

30代 4人 30代 9人 30代 3人

40代 10人 40代 18人 40代 10人

50代 1人 50代 3人 50代

中学校卒 中学校卒 中学校卒

高校中退 高校中退 高校中退

高校卒業 9人 高校卒業 高校卒業

短大卒 短大卒 短大卒

専門学校卒 2人 専門学校卒 専門学校卒

大学・大学院卒 5人 大学・大学院卒 大学・大学院卒

7

0時間 4人 0時間 9人 0時間

10時間未満 14人 10時間未満 17人 10時間未満 13人

20時間未満 20時間未満 5人 20時間未満

30時間未満 30時間未満 30時間未満

40時間未満 40時間未満 40時間未満

40時間超 40時間超 40時間超

事業実施期間における平均在宅就業従事時間/週

参加者の状況

応募時就業状況

在職者の雇用形態 聴取なし

参加者の年齢内訳

参加者の最終学歴 聴取なし 聴取なし

５　事業を始めたいから

６　その他 選考するほどの希望者はいない

・クラウドソーシングをやってみたい。
・空いている時間に活用したい。
・はあとで受講したプログラム内容を、実際の業務に活かし
てみたい。

３　新しい技能を習得したい ◯

４　転職したいから ◯

参加者の選考時の参加動機

１　収入を増やしたい ◯ ◯ ◯

２　仕事と家庭生活のバラン
スを図りたい

◯
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8

◯

◯
入札情報ミスチェック業務、
入札情報収集、補助金情報
収集

◯ アンケートデータ入力

◯ タレントプロフィール作成

◯

◯
クラウドソーシングのタスク
型業務（アンケート、ライティ
ング等）

◯
データ集計・グラフ化・冊子
化作業

9

◯ 案件ごとに見積

◯
入札情報ミスチェック業務：
15円、入札情報収集：1～30
円、補助金情報収集：10円

◯ 60円

◯
タレントプロフィール作成：
150円

◯ 1500円/10分録音

◯

業務により異なりますが、タ
スク型の報酬相場は1件あ
たり数円～数十円の案件が
多いです。

◯ 20,000円

10

母子 父子 母子 父子 母子 父子

7人 19人 1人

6人 7人 1人

1人 3人

13人

11

12

13

応募したが選考を通過しなかった方の主な理由

なし
パソコンのスキル不足
在宅ワーク可能時間の不足
意欲、コミュニケーション能力等の不足

パソコンおよびExcelのスキル不足
納期を守れない（信用がおけない）等

選考通過しなかった方へのアフターフォロー

必要に応じて、東京都ひとり親家庭支援センター等と連携
することにしているが、事例はない。

参加者に対する自立支援プログラム策定状況

申込者数 0人 不明 不明

策定数 0人 不明 不明

８　その他

在宅就業による平均月収の分布

5,000円以下

5,001円～10,000円

10,001円～15,000円

15,001円～20,000円

２　データ作成・データ入力・
データ収集

３　ライティング

４　テープ起し・文字起し

５　内職（軽作業）

６　デザイン作成

７　Web制作・更新

５　内職（軽作業）

６　デザイン作成

７　Web制作・更新

８　その他

実際に従事した在宅ワークの平均単価/案件

１　アンケート・動作テスト・モ
ニタリング

実際に従事した在宅ワークの種類と具体的内容

１　アンケート・動作テスト・モ
ニタリング

２　データ作成・データ入力・
データ収集

３　ライティング

４　テープ起し・文字起し



27 

 

 

  



28 

 

 

  

20

21

22

23 在宅就業推進事業における改善点や政策への要望など

業務受注のため、県内各行政機関等に依頼しているが、
発注が多くはない。
一般の事業所においては、経費節約のため、独自に実施
している企業がほとんど。

・現在の事業スキームをベースとしつつ、スキル取得のた
めの技能研修や子供も含めた家庭への支援など、状況に
応じて、各種事業を組み合わせて実施できるような形態も
良いのはないか。（→選択事業の追加と基準額の増）
（事業を実施している中で事業者が特に感じていること）
・昨今では情報通信の発展により、IT系の在宅就業がより
簡単に誰でも実施できるようになっているが、満足のいく
結果や収入を得ているケースはごく少ないと認識してい
る。
また、簡単にチャレンジできる就業スタイルではあるが、本
人にとってはいわば「転職」と同じものである。新しい働き
先で定着し、結果を出すには、時間をかけて知識やスキル
を身に付けていく必要があるのと同様で、在宅就業も時間
をかけて知識やスキルを身に付けていく必要があるが、特
に周囲のサポートが受けにくい在宅就業はさらにその難易
度が上がってくる。
・それを実現するのに重要なのは、ご本人の「モチベーショ
ン」であり、またその「モチベーション」をいかにして維持し
ていくことか、ということである。後者の参加者のモチベー
ションを維持していくことは、実施事業者の努力ポイントで
あるが、前者の「元々のモチベーション」に関しては事業者
の努力とは別物であると認識している。そのため、事業ス
タートの前に、ご自身の在宅就業に対する意欲を確認する
ことが重要で、またご本人も継続して努力していただくこと
に共通認識を持っていただく必要があると考える。
・誰もが簡単にスタートできる就業スタイルではあるもの
の、継続して結果を残すことは容易な努力ではないことを
理解し、その上で事業に参加していただけるように働きか
けることが重要だと考えている。

実施予定 実施予定 実施しない

この事業は、参加者の状況の改善に、どのように貢献したと感じているか

ひとり親家庭の収入増に繋がっていると思われる。

・事業開始当初から、ご自身のキャリアプランにおいて在宅
就業をどのような位置に据えて考えていくのか、また在宅
就業によって獲得する収入目標などを継続してヒアリング
している。それにより、ご自身の生活や就業スタイルを見
直し、支援期間中に転職や就業復帰する方なども複数人
見受けられ、「就業」について考える機会になったのではと
考えている。
・また、在宅で仕事を行うことにより、子供との時間を多く持
てるようになったという声や、一般企業での就業との掛け
持ちによって、よりメリハリのある生活が送られるように
なったとの声もいただいている。

・積極的に社会との関わりを持つきっかけになった。
・在宅就業訓練を受講したことで一定の副収入を得るスキ
ルが身に付いた。

４．在宅就業推進事業について

在宅就業推進事業を実施しようとした理由

ひとり親家庭の生活形態を踏まえた就労支援として有効と
思われるため。

・平成22年度～26年度までＩＴを活用した在宅就業が可能
なスキルの習得を目的とした「在宅就業支援事業」を実施
した。
・本事業は、スキルの向上や収入の増加などの効果が
あったが、事業終了後在宅就業に従事した者の割合が少
なく、技能を習得しても、実績がないため受注に結び付き
にくいことがわかった。
・そのため、一定のスキルを持つ者を対象に、ＩＴを活用した
クラウドソーシングにおける受注ノウハウの提供や、収入を
得ながら実績が得られる業務発注など、在宅就業開始時
の支援を手厚く行うことが必要と考えたため。

在宅就業のスキルが十分でないひとり親の在宅就業を支
援することで、ひとり親家庭の就業機会の拡大と安定した
追加収入の確保を支援するため。

平成29年度以降の在宅就業推進事業実施予定
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び
選

考
基

準

詳
細

特
に

な
し

特
に

な
し

パ
ソ

コ
ン

を
持

っ
て

い
る

（
W

in
do

w
s7

以
上

）
自

宅
に

ネ
ッ

ト
の

環
境

が
整

っ
て

い
る

簡
単

な
文

章
入

力
が

で
き

る

４
　

そ
の

他

参
加

者
の

選
考

時
の

参
加

動
機

１
　

収
入

を
増

や
し

た
い

◯
◯

託
児

方
法

３
　

新
し

い
技

能
を

習
得

し
た

い
◯

◯
◯

２
　

仕
事

と
家

庭
生

活
の

バ
ラ

ン
ス

を
図

り
た

い
◯

５
　

事
業

を
始

め
た

い
か

ら

４
　

転
職

し
た

い
か

ら
◯

６
　

そ
の

他
以

前
受

講
し

た
人

に
勧

め
ら

れ
た

。

資
料

２
－

２
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6

離
職

中
離

職
中

1
人

離
職

中
2
人

離
職

中
離

職
中

離
職

中

在
職

中
在

職
中

5
人

在
職

中
3
人

在
職

中
在

職
中

在
職

中

在
宅

就
業

経
験

あ
り

在
宅

就
業

経
験

あ
り

3
人

在
宅

就
業

経
験

あ
り

0
人

在
宅

就
業

経
験

あ
り

在
宅

就
業

経
験

あ
り

在
宅

就
業

経
験

あ
り

自
営

業
自

営
業

自
営

業
1
人

自
営

業
自

営
業

自
営

業

正
規

職
員

正
規

職
員

3
人

正
規

職
員

正
規

職
員

正
規

職
員

正
規

職
員

契
約

社
員

契
約

社
員

契
約

社
員

契
約

社
員

契
約

社
員

契
約

社
員

派
遣

社
員

派
遣

社
員

派
遣

社
員

派
遣

社
員

派
遣

社
員

派
遣

社
員

ア
ル

バ
イ

ト
・
パ

ー
ト

ア
ル

バ
イ

ト
・
パ

ー
ト

2
人

ア
ル

バ
イ

ト
・
パ

ー
ト

2
人

ア
ル

バ
イ

ト
・
パ

ー
ト

ア
ル

バ
イ

ト
・
パ

ー
ト

ア
ル

バ
イ

ト
・
パ

ー
ト

1
0
代

1
0
代

1
0
代

1
0
代

1
0
代

1
0
代

2
0
代

2
0
代

2
0
代

2
0
代

2
0
代

2
0
代

3
0
代

3
0
代

3
人

3
0
代

2
人

3
0
代

3
0
代

3
0
代

4
0
代

4
0
代

2
人

4
0
代

2
人

4
0
代

4
0
代

4
0
代

5
0
代

5
0
代

1
人

5
0
代

1
人

5
0
代

5
0
代

5
0
代

中
学

校
卒

中
学

校
卒

中
学

校
卒

中
学

校
卒

中
学

校
卒

中
学

校
卒

高
校

中
退

高
校

中
退

高
校

中
退

高
校

中
退

高
校

中
退

高
校

中
退

高
校

卒
業

高
校

卒
業

高
校

卒
業

高
校

卒
業

高
校

卒
業

高
校

卒
業

短
大

卒
短

大
卒

短
大

卒
短

大
卒

短
大

卒
短

大
卒

専
門

学
校

卒
専

門
学

校
卒

専
門

学
校

卒
専

門
学

校
卒

専
門

学
校

卒
専

門
学

校
卒

大
学

・
大

学
院

卒
大

学
・
大

学
院

卒
大

学
・
大

学
院

卒
大

学
・
大

学
院

卒
大

学
・
大

学
院

卒
大

学
・
大

学
院

卒

7

0
時

間
0
時

間
0
時

間
0
時

間
0
時

間
0
時

間

1
0
時

間
未

満
1
0
時

間
未

満
6
人

1
0
時

間
未

満
5
人

1
0
時

間
未

満
1
0
時

間
未

満
1
0
時

間
未

満

2
0
時

間
未

満
2
0
時

間
未

満
2
0
時

間
未

満
2
0
時

間
未

満
2
0
時

間
未

満
2
0
時

間
未

満

3
0
時

間
未

満
3
0
時

間
未

満
3
0
時

間
未

満
3
0
時

間
未

満
3
0
時

間
未

満
3
0
時

間
未

満

4
0
時

間
未

満
4
0
時

間
未

満
4
0
時

間
未

満
4
0
時

間
未

満
4
0
時

間
未

満
4
0
時

間
未

満

4
0
時

間
超

4
0
時

間
超

4
0
時

間
超

4
0
時

間
超

4
0
時

間
超

4
0
時

間
超

8

◯

◯
1
2
0
頁

の
カ

タ
ロ

グ
の

エ
ク

セ
ル

デ
ー

タ
化

◯◯◯
買

物
代

行
、

キ
ー

ワ
ー

ド
検

索

9

◯
2
0
円

◯
3
,0

0
0
円

◯
1
4
9
円

◯
3
3
0
円

◯
買

物
代

行
　

1
,1

5
7
円

キ
ー

ワ
ー

ド
検

索
　

5
円

事
業

実
施

期
間

に
お

け
る

平
均

在
宅

就
業

従
事

時
間

/
週

実
際

に
従

事
し

た
在

宅
ワ

ー
ク

の
種

類
と

具
体

的
内

容

１
　

ア
ン

ケ
ー

ト
・
動

作
テ

ス
ト

・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ

２
　

デ
ー

タ
作

成
・
デ

ー
タ

入
力

・
デ

ー
タ

収
集

３
　

ラ
イ

テ
ィ

ン
グ

４
　

テ
ー

プ
起

し
・
文

字
起

し

参
加

者
の

状
況

応
募

時
就

業
状

況

在
職

者
の

雇
用

形
態

参
加

者
の

年
齢

内
訳

参
加

者
の

最
終

学
歴

聴
取

な
し

聴
取

な
し

２
　

デ
ー

タ
作

成
・
デ

ー
タ

入
力

・
デ

ー
タ

収
集

３
　

ラ
イ

テ
ィ

ン
グ

４
　

テ
ー

プ
起

し
・
文

字
起

し

５
　

内
職

（
軽

作
業

）

６
　

デ
ザ

イ
ン

作
成

７
　

W
e
b制

作
・
更

新

５
　

内
職

（
軽

作
業

）

６
　

デ
ザ

イ
ン

作
成

７
　

W
e
b制

作
・
更

新

８
　

そ
の

他

実
際

に
従

事
し

た
在

宅
ワ

ー
ク

の
平

均
単

価
/
案

件

１
　

ア
ン

ケ
ー

ト
・
動

作
テ

ス
ト

・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ

８
　

そ
の

他
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1
0

母
子

父
子

母
子

父
子

母
子

父
子

母
子

父
子

母
子

父
子

母
子

父
子

6
人

5
人

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

参
加

者
に

対
す

る
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

状
況

申
込

者
数

6
人

5
人

在
宅

就
業

に
よ

る
平

均
月

収
の

分
布

5
,0

0
0
円

以
下

5
,0

0
1
円

～
1
0
,0

0
0
円

1
0
,0

0
1
円

～
1
5
,0

0
0
円

1
5
,0

0
1
円

～
2
0
,0

0
0
円

応
募

し
た

が
選

考
を

通
過

し
な

か
っ

た
方

の
主

な
理

由

応
募

者
全

員
受

講
応

募
者

全
員

受
講

策
定

数
6
人

5
人２
．

事
業

実
施

者
に

つ
い

て

事
業

実
施

者
の

委
託

要
件

（
選

考
基

準
や

特
徴

）

在
宅

就
業

の
実

績
在

宅
就

業
セ

ミ
ナ

ー
等

に
実

績
の

あ
る

業
者

か
ら

選
定

選
考

通
過

し
な

か
っ

た
方

へ
の

ア
フ

タ
ー

フ
ォ

ロ
ー

該
当

な
し

該
当

な
し

在
宅

就
業

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

に
つ

い
て

配
置

人
数

受
注

、
在

宅
就

業
者

へ
の

分
配

、
検

収
、

納
品

、
報

酬
支

払
い

等
の

円
滑

な
遂

行
を

確
保

す
る

仕
組

み
の

実
施

体
制

・
方

法

セ
ミ

ナ
ー

受
講

後
の

在
宅

就
業

者
は

、
各

自
で

契
約

し
、

報
酬

を
受

け
て

い
た

。
（
セ

ミ
ナ

ー
で

は
練

習
の

み
行

っ
た

。
）

受
注

は
、

受
講

者
本

人
が

行
う

。

資
格

の
有

無
と

資
格

名

配
置

日
数

事
業

実
施

者
及

び
発

注
企

業
の

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
を

高
め

る
た

め
、

支
援

対
象

者
数

等
に

連
動

し
た

委
託

費
の

支
払

い
や

、
多

数
の

業
務

を
発

注
し

た
企

業
の

公
表

等
、

当
該

在
宅

就
業

推
進

事
業

の
利

用
が

促
進

さ
れ

る
よ

う
な

仕
組

み

具
体

的
支

援
内

容

経
験

や
経

歴
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1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

３
．

在
宅

就
業

に
関

す
る

セ
ミ

ナ
ー

等
に

つ
い

て

セ
ミ

ナ
ー

内
容

詳
細

開
催

回
数

2
回

2
4
回

1
2
回

4
回

1
回

1
回

開
催

日
時

平
成

2
8
年

１
月

3
1
日

、
平

成
2
8
年

3
月

2
0
日

平
成

2
7
年

7
月

4
日

～
平

成
2
7
年

9
月

2
6
日

平
成

2
8
年

8
月

2
0
日

～
平

成
2
8
年

1
1
月

5
日

（
毎

週
土

曜
日

1
0
：
3
0
～

1
5
：
3
0
）

平
成

2
7
年

度
（
9
/
2
5
・
1
1
/
9
）
平

成
2
8
年

度
（
9
/
6
・
1
1
/
2
4
）

平
成

2
8
年

1
2
月

3
日

（
土

）
1
0
：
0
0
～

1
2
：
0
0

平
成

2
8
年

7
月

4
日

（
月

）
1
4
：
0
0
～

1
6
：
0
0

補
足

1
2
回

シ
リ

ー
ズ

✕
2
回

1
2
回

シ
リ

ー
ズ

平
成

2
7
年

度
2
回

、
平

成
2
8
年

度
2
回

八
王

子
市

生
涯

学
習

セ
ン

タ
ー

（
ク

リ
エ

イ
ト

ホ
ー

ル
）

定
員

1
4
人

1
0
人

各
回

2
0
人

1
4
人

2
0
人

会
場

石
川

県
母

子
・
父

子
福

祉
セ

ン
タ

ー
大

垣
市

ソ
フ

ト
ピ

ア
ジ

ャ
パ

ン
セ

ン
タ

ー
ユ

ニ
テ

ッ
ク

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

ー
ア

カ
デ

ミ
ー

中
日

ビ
ル

6
階

会
議

室
母

子
・
父

子
福

祉
セ

ン
タ

ー
　

大
阪

市
立

愛
光

会
館

　
4
階

講
習

室

1
7
人

参
加

5
人

6
人

5
人

2
1
人

5
人

1
0
人

申
込

5
人

6
人

5
人

2
7
人

5
人

託
児

あ
り

内
容

在
宅

で
の

就
業

を
希

望
す

る
者

に
、

在
宅

就
業

に
お

い
て

必
要

と
さ

れ
る

ス
キ

ル
ア

ッ
プ

を
目

的
と

し
た

セ
ミ

ナ
ー

の
開

催

ラ
イ

テ
ィ

ン
グ

、
画

像
加

工
、

Illu
strato

r・
P
h
o
to

sh
o
p、

デ
ー

タ
入

力
、

練
習

問
題

パ
ソ

コ
ン

基
礎

知
識

文
書

作
成

(W
o
rd)、

表
計

算
(E

xc
e
l)、

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

基
礎

知
識

、
ク

ラ
ウ

ド
ソ

ー
シ

ン
グ

基
礎

知
識

、
ク

ラ
ウ

ド
ソ

ー
シ

ン
グ

実
践

演
習

（
ラ

イ
タ

ー
、

デ
ー

タ
入

力
な

ど
）

就
職

支
援

（
応

募
書

類
作

成
方

法
、

就
業

相
談

な
ど

）

在
宅

就
業

ワ
ー

ク
と

は
ど

の
よ

う
な

働
き

方
か

を
理

解
す

る
。

在
宅

ワ
ー

ク
業

界
の

動
向

や
、

働
く
上

で
の

必
要

条
件

を
学

ぶ
。

次
に

仕
事

の
探

し
方

や
実

際
の

仕
事

の
や

り
方

、
在

宅
ワ

ー
ク

で
成

功
し

て
い

る
事

例
な

ど
か

ら
理

解
を

深
め

る
。

在
宅

就
業

の
メ

リ
ッ

ト
・
デ

メ
リ

ッ
ト

を
理

解
し

、
自

分
自

身
の

状
況

と
在

宅
就

業
と

い
う

働
き

方
が

合
っ

て
い

る
か

ど
う

か
を

考
え

て
み

る
。

在
宅

ワ
ー

ク
の

周
知

と
、

併
せ

て
「
個

別
相

談
会

」
・
「
在

宅
ナ

ビ
登

録
説

明
会

」
を

開
催

〈
内

容
〉

・
在

宅
ワ

ー
ク

っ
て

な
に

？
・
ク

ラ
ウ

ド
ソ

ー
シ

ン
グ

の
活

用
方

法
・
パ

ソ
コ

ン
ス

キ
ル

チ
ェ

ッ
ク

（
入

力
ス

ピ
ー

ド
、

ワ
ー

ド
）

（
セ

ミ
ナ

ー
終

了
後

、
希

望
者

の
み

）
・
「
個

別
相

談
会

」
…

相
談

な
し

・
「
在

宅
ナ

ビ
登

録
説

明
会

」
5
名

参
加

・
在

宅
ワ

ー
ク

と
は

・
ク

ラ
ウ

ド
ソ

ー
シ

ン
グ

っ
て

な
に

？
・
内

職
、

在
宅

ワ
ー

ク
、

ク
ラ

ウ
ド

ソ
ー

シ
ン

グ
の

違
い

・
在

宅
ワ

ー
ク

（
ク

ラ
ウ

ド
ソ

ー
シ

ン
グ

）
で

流
通

す
る

業
務

と
は

（
文

章
作

成
、

ウ
ェ

ブ
ラ

イ
テ

ィ
ン

グ
等

）
・
在

宅
ワ

ー
ク

の
メ

リ
ッ

ト
、

デ
メ

リ
ッ

ト
・
報

酬
に

つ
い

て
・
在

宅
ワ

ー
ク

の
一

般
的

な
流

れ
（
フ

ロ
ー

）
・
在

宅
ワ

ー
ク

の
始

め
方

・
心

構
え

に
つ

い
て

託
児

託
児

な
し

託
児

な
し

託
児

な
し

託
児

な
し

託
児

あ
り

参
加

者
の

声
や

、
事

業
を

実
施

す
る

う
え

で
の

ご
担

当
者

の
感

想
な

ど

　
参

加
者

か
ら

は
、

セ
ミ

ナ
ー

に
参

加
す

る
こ

と
で

、
意

欲
の

向
上

に
つ

な
が

っ
た

と
の

声
が

上
が

っ
た

。
　

ひ
と

り
親

家
庭

の
母

が
小

さ
い

子
ど

も
の

面
倒

を
み

な
が

ら
就

労
に

つ
な

げ
る

こ
と

が
で

き
る

の
で

は
な

い
か

と
思

い
、

セ
ミ

ナ
ー

開
催

し
た

の
が

き
っ

か
け

で
あ

る
。

　
た

だ
し

、
石

川
県

内
で

は
、

な
か

な
か

在
宅

就
業

に
つ

な
げ

る
こ

と
は

難
し

い
。

結
局

は
通

常
の

就
業

に
つ

な
げ

る
ケ

ー
ス

が
ほ

と
ん

ど
で

あ
る

。
　

平
成

2
8
年

度
は

、
こ

れ
か

ら
2
，

3
月

に
実

施
予

定
。

平
成

2
9
年

度
に

つ
い

て
は

実
施

し
な

い
意

向
。

・
講

習
だ

け
で

は
就

業
ま

で
結

び
つ

け
る

こ
と

は
で

き
な

か
っ

た
。

・
ス

キ
ル

ア
ッ

プ
に

は
役

立
っ

た
が

、
も

う
少

し
長

い
期

間
で

ゆ
っ

く
り

受
講

し
た

い
。

・
環

境
を

整
え

る
た

め
に

お
金

が
か

か
り

、
母

子
家

庭
に

は
、

ハ
ー

ド
ル

が
高

い
。

ま
た

、
講

習
だ

け
で

は
な

か
な

か
独

り
立

ち
で

き
る

人
は

い
な

い
と

思
う

。

・
収

入
に

は
な

か
な

か
結

び
つ

か
な

い
が

、
徐

々
に

収
入

を
得

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
に

な
っ

た
。

・
入

力
の

仕
事

を
し

た
が

、
数

百
円

に
し

か
な

ら
ず

不
安

。
他

の
受

講
者

と
情

報
交

換
で

き
た

こ
と

で
、

少
し

や
る

気
が

出
た

。

・
在

宅
就

業
の

経
験

が
な

か
っ

た
の

で
、

在
宅

就
業

＝
内

職
と

い
う

イ
メ

ー
ジ

が
あ

り
ま

し
た

が
、

全
く
別

の
仕

事
で

あ
る

こ
と

が
分

か
っ

た
の

で
参

加
し

て
よ

か
っ

た
。

・
実

際
の

在
宅

で
の

仕
事

で
ど

の
位

の
収

入
が

得
ら

れ
る

か
の

参
考

に
な

っ
た

。
悪

質
業

者
も

あ
り

心
配

な
の

で
ど

の
よ

う
な

と
こ

ろ
が

良
い

の
か

、
又

、
悪

質
業

者
に

当
た

っ
て

し
ま

っ
た

と
き

の
対

処
法

を
聞

き
た

い
。

・
在

宅
就

業
と

い
う

と
内

職
の

イ
メ

ー
ジ

が
強

か
っ

た
が

、
パ

ソ
コ

ン
の

普
及

で
か

な
り

幅
広

く
色

々
な

業
務

が
あ

る
こ

と
が

分
か

っ
た

。

セ
ミ

ナ
ー

参
加

者
5
名

は
、

在
宅

ワ
ー

ク
に

つ
い

て
理

解
さ

れ
、

現
在

、
う

ち
3
名

が
支

援
を

希
望

し
登

録
さ

れ
て

い
る

。
※

「
在

宅
就

業
支

援
セ

ミ
ナ

ー
」
ア

ン
ケ

ー
ト

集
計

添
付

。
事

業
受

託
先

の
担

当
者

の
意

見
と

し
て

、
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
や

チ
ラ

シ
を

作
成

し
周

知
を

図
っ

て
い

る
が

、
平

成
2
7
年

度
登

録
希

望
2
名

に
セ

ミ
ナ

ー
出

席
の

調
整

す
る

も
、

日
程

が
合

わ
ず

、
開

催
で

き
な

か
っ

た
。

平
成

2
8
年

度
も

同
様

の
取

り
組

み
を

し
、

就
業

・
自

立
支

援
セ

ン
タ

ー
の

講
習

会
参

加
者

に
周

知
を

図
っ

た
。

現
状

で
は

、
在

宅
就

業
求

人
を

発
注

す
る

企
業

登
録

が
1
社

の
み

で
あ

る
。

ま
た

、
在

宅
就

業
希

望
者

は
、

兼
業

で
本

業
の

収
入

を
補

う
た

め
に

在
宅

で
の

就
業

を
希

望
さ

れ
る

方
が

多
い

。

＜
参

加
者

の
声

＞
・
在

宅
ワ

ー
ク

に
つ

い
て

は
、

な
ん

と
な

く
の

イ
メ

ー
ジ

し
か

な
か

っ
た

の
で

、
具

体
的

に
ど

ん
な

も
の

な
の

か
が

分
か

り
良

か
っ

た
。

・
在

宅
ワ

ー
ク

と
い

う
と

、
デ

ー
タ

入
力

し
か

思
い

浮
か

ば
な

か
っ

た
の

で
、

他
に

も
多

種
の

仕
事

が
あ

る
こ

と
を

知
れ

て
勉

強
に

な
り

ま
し

た
。

＜
担

当
職

員
の

感
想

＞
・
在

宅
ワ

ー
ク

＝
内

職
と

い
う

イ
メ

ー
ジ

だ
っ

た
が

、
実

状
は

全
く
違

う
と

い
う

こ
と

に
驚

い
た

。
・
在

宅
ワ

ー
ク

を
始

め
て

も
、

す
ぐ

に
収

入
に

結
び

付
け

る
こ

と
は

難
し

い
と

感
じ

た
。

野
坂

　
枝

美

講
師

経
歴

元
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
職

員

・
梶

浦
和

久
：
W

e
bサ

イ
ト

の
デ

ザ
イ

ン
、

コ
ー

デ
ィ

ン
グ

、
制

作
、

更
新

、
W

e
b用

動
画

コ
ン

テ
ン

ツ
の

編
集

及
び

エ
ン

コ
ー

デ
ィ

ン
グ

、
写

真
加

工
、

ス
ク

ー
ル

イ
ン

ス
ト

ラ
ク

タ
ー

、
ス

ク
ー

ル
用

教
材

の
製

作

・
武

藤
里

見
：
J
o
b-

h
u
bシ

ス
テ

ム
開

発
、

更
新

、
J
o
b-

h
u
b運

営
、

ヘ
ル

プ
デ

ス
ク

パ
ソ

コ
ン

講
師

２
５

年
、

マ
イ

ク
ロ

ソ
フ

ト
オ

フ
ィ

ス
ス

ペ
シ

ャ
リ

ス
ト

株
式

会
社

K
C

S
ソ

リ
ュ

ー
シ

ョ
ン

ズ
　

代
表

取
締

役
主

任
職

員
（
約

3
年

）
、

補
助

職
員

（
約

1
年

）
株

式
会

社
う

る
る

　
シ

ュ
フ

テ
ィ

運
営

事
業

部

講
師

就
業

専
門

員
（
（
公

財
）
石

川
県

母
子

寡
婦

福
祉

連
合

会
職

員
）

メ
イ

ン
講

師
：
梶

浦
　

和
久

、
　

サ
ブ

講
師

：
武

藤
　

里
見

山
木

田
　

祐
美

子
大

西
　

由
紀

大
阪

市
ひ

と
り

親
家

庭
等

就
業

・
自

立
支

援
セ

ン
タ

ー
在

宅
就

業
支

援
担

当
職

員
及

び
補

助
職

員

平
成

2
9
年

度
以

降
の

在
宅

就
業

推
進

事
業

実
施

予
定

実
施

し
な

い
実

施
す

る
実

施
す

る
実

施
す

る

４
．

在
宅

就
業

推
進

事
業

に
つ

い
て

在
宅

就
業

推
進

事
業

を
実

施
し

よ
う

と
し

た
理

由

以
下

の
４

点
が

ひ
と

り
親

の
生

活
ス

タ
イ

ル
等

に
合

う
と

考
え

た
た

め
１

　
副

業
と

し
て

空
い

た
時

間
を

活
用

し
て

収
入

を
得

る
こ

と
が

で
き

る
。

２
　

長
く
続

け
る

こ
と

で
ス

キ
ル

ア
ッ

プ
に

つ
な

が
る

。
３

　
時

間
を

有
効

に
使

え
る

。
４

　
自

分
の

得
意

な
分

野
や

、
興

味
の

あ
る

分
野

で
、

自
分

の
ス

キ
ル

を
生

か
し

た
仕

事
が

で
き

る
。

ひ
と

り
親

家
庭

は
、

ひ
と

り
で

育
児

・
就

業
を

担
わ

な
け

れ
ば

な
ら

ず
、

両
立

が
困

難
で

は
な

い
か

と
い

う
観

点
か

ら
、

家
で

子
ど

も
の

面
倒

を
見

な
が

ら
就

業
す

る
在

宅
ワ

ー
ク

の
ニ

ー
ズ

が
あ

る
こ

と
を

踏
ま

え
、

在
宅

ワ
ー

ク
に

つ
い

て
知

っ
て

も
ら

う
セ

ミ
ナ

ー
を

実
施

し
た

。

在
宅

就
業

推
進

事
業

に
お

け
る

改
善

点
や

政
策

へ
の

要
望

な
ど

こ
の

事
業

は
、

参
加

者
の

状
況

の
改

善
に

、
ど

の
よ

う
に

貢
献

し
た

と
感

じ
て

い
る

か

セ
ミ

ナ
ー

参
加

者
同

士
の

交
流

を
通

じ
て

、
成

長
で

き
た

。
（
実

力
等

に
自

信
が

無
か

っ
た

者
も

話
し

合
う

こ
と

で
、

開
講

時
よ

り
も

明
る

く
な

っ
た

者
が

い
た

。
）

在
宅

ワ
ー

ク
に

つ
い

て
の

理
解

を
深

め
る

こ
と

で
、

就
業

を
考

え
る

上
で

、
在

宅
ワ

ー
ク

の
選

択
肢

が
広

が
る

。
ま

た
、

実
際

に
在

宅
ワ

ー
ク

を
す

る
よ

う
に

な
る

こ
と

で
育

児
を

し
な

が
ら

、
家

で
働

く
こ

と
が

で
き

る
よ

う
に

な
る

。
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添付資料 3 訪問調査報告書 

 
  

■訪問調査ヒアリング内容自治体別一覧

※平成28年度事業について、青森県・東京都は事業途中であり、調査時点H29年1月末の数字である。

青森県 東京都 静岡県

健康福祉部　こどもみらい課 福祉保健局　育成支援課 健康福祉部　子ども家庭課

青森県母子寡婦福祉連合会 東京都ひとり親家庭福祉協議会 静岡県母子寡婦福祉連合会

NPO法人あおもり
就職キャリア支援センター

㈱うるる ㈱東海道シグマ ㈱パソナテック（H27年度）
㈱ユニテック

キャリアサポート（H28年度）

Ａ⇒委託⇒Ｂ⇒連携⇐Ｃ
Ａ⇒直接委託⇒Ｃ

Ｂは広報協力
Ａ⇐連携⇒Ｃ

Ｂの関わり希薄

Ｂ Ａ＆C Ａ＆C

Ｂ Ｃ Ｃ

Ｂ＞Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ －

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ －

Ｂ Ｃ Ｃ

県母連　兼任１名
就業相談員が兼務

㈱うるる　兼任２名
他にキャリアコンサルタント有資格

者2名がフォローアップ

㈱東海道シグマ　兼任１名
PCインストラクター
職業訓練校担任

事業の周知と説明、業務の受注促
進、在宅就業者の掘り起し等

事業全体進行管理、個別支援計画
の策定及び進捗管理（毎月面談）

業務設計、配分、発注、検収、納
品、支払等管理全般
H24～26の在宅就業支援事業でも
担当

平成28年4月　～　平成29年3月 平成28年4月　～　平成29年3月 平成27年6月　～　平成28年3月 平成27年7月　～　平成27年9月 平成28年7月　～　平成28年9月

12 ヶ月 12 ヶ月 10 ヶ月 3 ヶ月 3 ヶ月

2,300万円 4,800万円 1,950万円 1,056万円 1,330万円

分離不明 1,100万円 101万円 157万円 151万円

－ 22.9% 5.2% 14.9% 11.4%

常時受付のため設定なし 30人 22人 14人 10人

16人 43人 16人 6人 5人

16人 31人 13人 6人 5人

－ 35.5 万円/人 7.8 万円/人 26.2 万円/人 30.2 万円/人

－ 3.0 万円/人/月 0.8 万円/人/月 8.7 万円/人/月 10.1 万円/人/月

298,765 円 1,456,097 円 283,470 円

18,673 円/人 46,971 円/人 21,805 円/人

Ｂが開拓 Ｃが自社開拓→サイト利用 Ｃが自社開拓 サイト利用 －

参加者へ優先発注 優先発注→本人自力受注 受注可能者を募集 本人自力受注 セミナーでトライ→本人自力受注

75.0% 67.8% 100.0% 83.3% 60.0%

43.8% 58.1% 84.6% 50.0% 0.0%

行政への営業機会を有効活用し県
母連自らが業務開拓を実施

事業実施者の自社業務の発注から
段階的に自身での受注行為へ

以前からの登録者ネットワークの活
用とロースキルでも可能な案件

・業務が少ない
・プル型の営業のみ

・自社業務がある
・受発注のしくみがある
・ひとり親家庭への理解
・安定した事業運営体制

・業務開拓力がある
・参加者とのつながりがある
・ひとり親家庭への理解
・安定した事業運営体制

・業務開拓力がある
・受発注のしくみがある
・安定した事業運営体制

・教育能力がある
・自社訓練施設を所有

－ ・在宅ワーカーの調達
・在宅ワーカーの調達

・採用メリット
・採用メリット －

◯ ◯
☓

（養育費事業へ予算スライド）
◯ ◯

・外で働けない人もいる
・少しでもお金になればという希望
者がいる
・特措法による優先発注があれば
どんどんやりたい

・継続的な取組で成果につなげたい
・スキルの向上や維持にも期待
・実務的業務経験が積める

・H29年度は、養育費相談の回数を
毎月にすることもあり、予算按分の
問題
・継続的な業務があれば取組やす
い

・業務の調達
・ある程度スキルがある人は働いて
いるし、在宅専業を望む人は少な
い
・そもそも環境がない人も多い

・参加者のモチベーションの維持
・簡単に初められるが、安定的に受
注するのは難しい
・短期間では必要スキルの開発は
難しい

・収入増になかなかならない
・経済的困窮を改善するには、養育
費確保の取組が優先されると考え
ている

セミナー実施のため、実際の受発注はない

実施体制実態

Ｂ＆Ｃ

Ｂ＆Ｃ

在宅就業コーディネーター
在宅就業コーディネーターの配置はないが、講師と相談員がセミナーの
期間中と修了後3ヶ月の継続フォローを実施
参加者全員に自立支援プログラムを策定100 ％

Ａ＆Ｂ＆C三者連携

役
割
分
担

企画立案

希望者募集

業務調達

フォローアップ

事業実施期間

参加者が行った業務の総額

募集人数（目標数値）

【多回数のセミナー実施】

課題

事業の継続あるいは
中止の理由

事業実施者のメリット

事業実施者に対する
自治体の評価

岐阜県

健康福祉部　こども家庭課

岐阜県母子寡婦福祉連合会

発注・検収・納品・支払

【在宅就業コーディネーターの配置あり】

Ｂ：母子家庭等就業・自立支援
センター事業委託先

C：在宅就業推進事業実施者

Ａ＆Ｂ

事業実施自治体名

Ａ：事業主体

参加人数

・もう少し期間をのばすことも検討
・連続セミナーでスキルアップになる
・参加者同士の交流が生まれる
・継続支援へ繋げられる

・ひとり親家庭は在職中が多い
・日々に追われ、将来を見据えて自身の能力開発に取り組む余裕がな
い
・この事業にどうやってつながってもらえるのか

・連続セミナーでスキルアップし、ひとり親同士の交流も深められた

センター事業　総事業費

ポイント

推進事業費/総事業費（％）

参加者1人当たりの事業費
（事業費/参加人数）

業務開拓方法

月当たりの1人分事業費

参加者の在職率

応募人数

参加者の在宅就業経験率

平成29年度実施予定

1人あたりの収入総額の平均

業務発注方法

在宅就業推進事業総事業費

資料３
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事業に参加した方の状況について

離職中 4 人 在職中 12 人 在宅就業経験あり 7 人

自営業 1 人 2 人 5 人 0 人

4 人

10代 0 人 20代 1 人 30代 4 人 40代 10 人 1 人

中学校卒 0 人 高校中退 0 人 高校卒業 9 人 短大卒業 0 人

2 人 大学・大学院卒業 5 人

参加者の事業実施期間における週当たりの平均在宅就業従事時間

　０時間 人 　３０時間未満 人

　１０時間未満 人 　４０時間未満 人

　２０時間未満 人 　４０時間以上 人

参加者が実際に従事した在宅ワークの種類に◯を記入し、その内容を具体的にお書きください。

１　アンケート・動作テスト・モニタリング 具体的内容

２　データ作成・データ入力・データ収集 具体的内容

３　ライティング 具体的内容

４　テープ起し・文字起し 具体的内容

５　内職（軽作業） 具体的内容

６　デザイン作成 具体的内容

７　Web制作・更新 具体的内容

８　その他　下記に記入ください。

実施した在宅ワークの１件あたりの平均単価を在宅ワークの種類別にお書きください。

１　アンケート・動作テスト・モニタリング 平均単価

２　データ作成・データ入力・データ収集 平均単価

３　ライティング 平均単価

４　テープ起し・文字起し 平均単価

５　内職（軽作業） 平均単価

６　デザイン作成 平均単価

７　Web制作・更新 平均単価

８　その他　下記に記入ください。

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

（　○　） 1500円／10分

（　　）

（　　）

（　○　） 案件ごとに見積

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

（　○　） 委員会などの会議の議事録

14

（　○　） 社会福祉協議会の手書きアンケートの入力

アルバイト・パート

年齢内訳 50代以上

最終学歴

専門学校卒業

2

応募時の就業状況

在職者の雇用形態 正規職員 契約社員 派遣社員

離職中4名のうち、1名は在宅専業を目指し、準備中の方。。

在宅就業経験ありは、H24～26年に在宅就業

支援事業に参加された方も含まれ、クラウド

ソーシングを活用して業務をされている方も

いる。そういった方は、発注窓口が増えること

を期待して登録された。

16名中5名が大卒以上であり、全体相談者の分布よりも高学歴率

が高い。スキルがあり意識が高い印象で、「自分のスキルなら在

宅でも仕事ができるのでは」と登録される。

０時間の２名の方は、登録はしたが、忙しくて業務は受けなかっ

た。その他の14名は、業務を請負った場合にかかった時間が週

当たり10時間未満である。2週以上に渡るような在宅業務はな

かった。

県母連で営業開拓した業務

発注者 7社（発注件数12件）

作業内容 アンケート集計2件、テープおこし10件

合計金額 298,765円
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添付資料 4-1 青森県 

 

 

◆事 業 の 概 要 

項目 内容 

①実施期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 

②実施体制 委 託 先（公益財団法人青森県母子寡婦福祉連合会） 

事業実施者（公益財団法人青森県母子寡婦福祉連合会） 

③対 象 者 県内在住のひとり親家庭の母・父及び寡婦 

④事業実績（Ｈ2８年度） 参加 16 人、業務発注総額 298,765 円（21,805 円/参加 1 人） 

⑤事 業 費（Ｈ2８年度） 母子家庭等就業・自立支援センター事業の一部としての運営のため、

在宅就業推進事業の事業費として分離管理していない。 

 

◆事業経緯 

 

青森県では平成24年度～平成26年度にお

いて、安心こども基金を活用した、「在宅就業

支援事業」を実施している。 

 

平成 28 年度については、当時の参加者が在

宅就業希望者として登録がしてあり、また当時

の共同受注体が NPO 法人「あおもり就職キャ

リア支援センター」となり、在宅業務の開拓を

おこなっているので、その連携をとおして実施

できると考え公益財団法人青森県母子寡婦福

祉連合会に委託した。 

 

◆実施体制 

[公益財団法人青森県母子寡婦福祉連合会］（以

下、県母連） 

母子家庭等就業・自立支援センター事業（以

下センター事業）の一部としての運営のため、

県母連が実施事業者となり、NPO 法人あおも

り就職キャリア支援センターと連携して取り

組む体制を取った。 

 

[あおもり就職キャリア支援センター] 

あおもり就職キャリア支援センターは、

H24～26 年度の在宅就業支援事業の受託会

社連合が事業終了後に立ち上げたＮＰＯであ

り、当時の参加者が登録されている。現状在宅

ワークをしているのは 10 名程度である。 

 

[在宅就業コーディネーター] 

センター事業で就業相談員を 3 年経験され

ている方が在宅就業コーディネーターを兼務

している。 

通常の相談業務の中で、在宅就業推進事業の

周知と説明を行い、在宅就業希望者の登録を促

している。 

業務の受注促進も行い、発注の際には、登録

者の掘り起こしも実施している。 

 

◆事業の流れ] 

[事業の周知] 

在宅就業推進事業独自のチラシは作成せず、

センター事業を案内するチラシの中で「ＩＴに

よる在宅での仕事を希望する方はご相談くだ

さい」として通年で希望を受け付けた。 

  

 

◆事業名 ：ひとり親家庭等就業・生活支援事業（平成 28 年度） 

◆実施主体 ：青森県（健康福祉部こどもみらい課） 
◆キーワード ：センター事業委託先が自ら関係機関へ業務開拓を実施 

◆事業ポイント 

○就業相談員が在宅就業コーディネーターとして在宅就業希望者をケア 
○平成 24 年～26 年度の在宅就業支援事業の参加者に対して掘り起しを実施 

○関係機関への営業活動により、アンケートデータ入力や議事録のテープ起し
を受注 

資料４-１ 
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大きく募集をかけて在宅就業希望者が集ま

ったとしても、業務量の確保に不安があったた

め、希望があったら都度案内をするという形を

とった。 

＜ひとり親家庭就業・自立支援センター事業チラシ＞ 

 

 

 

[事業の流れ] 

業務の流れは、以下のとおりである。 

 

 

①在宅就業希望者は、県母連運営の「就業支援

バンク」に登録（電話・FAX） 

 

②県母連では関係機関に発注の依頼をしている

（福祉プラザ内の団体や、社協） 

 

③④連携している NPO 法人「あおもり就職キ

ャリア支援センター」を通じて、在宅業務希

望者に業務を提供 

 

⑤⑥「あおもり就職キャリア支援センター」が

検収して納品 

 

⑦⑧「あおもり就職キャリア支援センター」が

請求を行い、在宅業務者へ支払う 

 

「あおもり就職キャリア支援センター」は、

毎月の実績報告を、県母連に提出している。 
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[業務の開拓] 

県母連による業務開拓では、以下のようなチ

ラシを準備して、直接訪問のうえ協力を依頼し

ている。 

「母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支

援に関する特別措置法」の説明をして、母子福

祉団体等の受注機会への協力を依頼することで、

業務を発注いただけることもあった。 

 

＜業務開拓用チラシ＞ 

 

 

 
 

◆事業実績 

 

[参加者について] 

通年を通じて希望者を募る方法をとってい

るため、募集人数が設定されているわけではな

く、平成 28 年度の現時点では 16 名の方が在

宅就業希望者として参加（登録）されている。

全員が母子家庭の母であり、離職中の方が 4

名、在職中の方が 12 名の内訳である。 

また、在宅就業の経験がある方は 7 名で、

H24～26 年度に在宅就業支援事業に参加さ

れた方も含まれ、クラウドソーシングを活用し

て業務をされている方もいる。 

在宅就業経験のある方は、受注機会が増える

ことを期待して登録された。 

また、最終学歴についても聞き取りを行って

いて、16 名中 5 名が大卒以上であり、通常の

相談者分布よりも高学歴率が高い。スキルがあ

り意識が高い印象で、「自分のスキルなら在宅

でも仕事ができるのでは」と登録される。 

希望者の中には、親の介護等で外出して働く

ことが困難な方もいて、在職中でも収入が少な

く、数千円でも助かるという声もある。 
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16 名中 2 名の方は、登録はしたが忙しくて

業務は受けなかった。その他の 14 名は、業務

を請負った場合にかかった時間は概ね週当た

り 10 時間未満である。2 週間以上継続するよ

うな在宅業務はなかった。 

 

[実施した業務] 

参加者が主に取り組んだ業務は、社会福祉協

議会の手書きアンケートの入力や、行政等の関

係機関における議事録の文字起しである。 

 

文字起しは録音時間 10 分で 1,500 円の支

払いである。通常文字起こしには録音時間の 3

倍～6 倍の時間がかかると言われているので、

時給に換算すると、1,500 円～3,000 円の仕

事といえる。どちらも県母連で営業開拓した業

務であり、具体的には以下の発注量となってい

る。 

発注企業 7 社（発注件数 12 件） 

作業内容  

アンケート集計 2 件、テープおこし 10 件 

合計金額 298,765 円 

 

[在宅就業における収入] 

参加者が得た収入の分布は以下のとおりで

ある。 

1 円～5,000 円 7 人 

5,001 円～10,000 円 6 人 

10,001 円～15,000 円 1 人 

 

◆事業ポイント 

前出のチラシを使って、また特措法の説明を

しながら、関係機関に作業の注文依頼をかけた。

中には今まで外注していたものを回してくれ

た県の関係部署もあった。 

在宅（空いている時間）で少しでも収入を得

られれば嬉しいという方は多く、数千円でも助

かるという方もいるので、この事業は継続して

いきたい。 

 

◆事業課題 

在宅就業推進事業の対象者は「在宅業務につ

いて、これを実施できる一定の知識や技術等を

有すると認められる者」となっているが、そう

いった方々は多くなく、また、在宅ワークを可

能にする環境（パソコン、通信、プリンター）

があるひとり親家庭も少ないのが現状である。 

この事業を通じて、「自営型の在宅就業や企

業での雇用（雇用型テレワーク）への移行を支

援する」とあるが、在宅ワークだけで自営を目

指すには相当なスキルが必要で、センター事業

で対応している方々だとそこまでの人はなか

なかいない。 

また、雇用型テレワークへの移行は、一般の

会社でもまだ少なく、センターで受け付けてい

る求人の申込みでもほとんどない。 

やはり、安定的に業務を確保するためには、

行政機関に積極的に業務提供をしていただく

ことが必要だと考えている。 
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添付資料 4-2 東京都 

 

◆事 業 の 概 要 

項目 内容 

①実施期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 

②実施体制 委 託 先（株式会社うるる） 

事業実施者（株式会社うるる） 

③対 象 者 都内在住のひとり親家庭の母・父及び寡婦 

④事業実績（Ｈ28 年度） 参加 31 人、業務発注総額 1,456,097 円（46,971 円/参加 1 人） 

⑤事 業 費（Ｈ28 年度） 11,000,000 円（355,000 円/参加 1 人） 

 

◆事業経緯 

平成 22 年度～26 年度まで、一般財団法人

東京都ひとり親家庭福祉協議会に委託し、ＩＴ

を活用した在宅就業が可能なスキルの習得を

目的とした「在宅就業支援事業」を実施した。 

スキルの向上や収入の増加などの効果がみ

られた一方、事業終了後、在宅就業に従事した

者の割合が少なく、技能を習得しても、実績が

ないため受注に結び付きにくいことがわかっ

た。 

一定のスキルを持つ者を対象に、ＩＴを活用

したクラウドソーシングにおける受注ノウハ

ウの提供や、収入を得ながら実績が得られる業

務発注など、在宅就業開始時の支援を手厚く行

うことが必要と考えたため、本事業の実施が決

定した。 

 

平成 27 年度に事業を創設し、予算額の調整

等を経た上で、平成 28 年度に開始した。 

 

◆実施体制 

[事業実施者の選定] 

都が、ノウハウを持つ事業者へ委託すること

とした。 

28 年度の実施事業者の公募には、2 社より

応募があった。「株式会社うるる」に選定した

理由は、「自社で提供できる仕事を持っている

こと」、「他の自治体でひとり親就労支援業務 

 

の実績もあり、ひとり親への支援に理解がある

こと」が主な点である。 

 

[在宅就業コーディネーター] 

クラウドソーシング及び在宅ワークに関す

る業務経験のある者を 2 名配置した。 

在宅ワークは、周囲に仲間がいない環境で実

施するため、孤独感を感じたりして、モチベー

ションを維持するのが難しい。そこで、在宅就

業コーディネーターが参加者一人一人に合っ

た個別支援計画により支援している。 

参加者とは月に 1 回の面談を実施しており、

面談はキャリアコンサルタント有資格者のカ

ウンセラーが行うが、在宅就業コーディネータ

ーも同席し、業務の進め方等の相談にも対応し

た。 

 

◆事業の流れ 

[事業の周知] 

東京都福祉保健局、実施事業者の株式会社う

るる、東京都ひとり親家庭支援センターはあと

のホームページ上で募集案内と事業周知を行

った。 

また、都内の保育所約 2,000 ヵ所へダイレ

クトメールを送付、学童クラブ等へ担当所轄課

よりメールを送信した。その他、ハローワーク、

管内自治体のひとり親福祉主管課や子ども家

 

◆事業名 ：ひとり親等家庭等在宅就業推進事業（平成 28 年度） 
◆実施主体 ：東京都（福祉保健局少子社会対策部育成支援課） 

◆キーワード ：実施事業者の自社業務の発注から段階的に自力受注へ 

◆事業ポイント 
○実施事業者運営のクラウドソーシングサイトでの受注 

○在宅就業コーディネーターとキャリアコンサルタント有資格者による支援 

○ひとりひとりに個別支援計画を作成 
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庭支援センター、職業能力開発センター等の関

係機関を含め、合計約 2,700 ヵ所へチラシ配

布またはメール送信で周知した。 

東京都ひとり親家庭支援センターはあとで

発行するメールマガジンにも掲載して募集を

行った。 

 

募集の流れはチラシの通りである。 

 

①申込み 

②事前面談 

 株式会社うるるが実施した。 

 面談時には、申込要件の確認と在宅ワークを

通じての目標等の確認を行っている。 

③選考・決定 

 株式会社うるるが選考、応募者の順位付けま

でを実施した。 

 その結果に基づき、東京都と株式会社うるる

で最終的な参加者を決定した。 

 

＜募集チラシと参加申込書＞ 
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[選考基準] 

選考基準は以下の通りである。 

 

●在宅ワークを行う環境が整っているか、在宅

ワークを行う時間を確保できるか 

●パソコン利用経験・マイクロソフト社のオフ

ィスソフト利用経験があるか 

●毎月１回１時間程度、就業状況の報告会への

参加時間を確保できるか 

 

選考にあたっては、面談を実施し、モチベー

ション、在宅ワークが可能な環境か（本人及び

家族の障害や介護など）、スキル、在宅ワーク

可能時間、タイピング、適性テスト、面接評価

について点数化を図った。 

 

選考通過後は、一人ひとりに個別支援計画を

作成し、オリエンテーションを行った後に、在

宅ワークの実践を行った。 

 

事業の実施期間中は、月 1 回、在宅就業コ

ーディネーターとの定期面談を行い、就業状況

の報告を受け、カウンセリングを行いながら、

翌月の在宅ワーク内容を検討した。 

 

[業務の流れ] 

株式会社うるるからの発注業務（入札情報サ

ービス等）とクラウドソーシングサイトの利用

による業務を組み合わせて実施する仕組みと

し、業務の発注から成果物の納品、支払までを

クラウドソーシングサイト上で行う。クラウド

ソーシングサイト上で成果物が承認されるこ

とにより業務対価がポイントで支払われ、ポイ

ントは在宅ワーカーの任意のタイミングで換

金する仕組みとなっている。 

序盤においては、発注業務の割合を高く設定

し、スキルの向上と一定程度の収入を確保する

ことで、参加者のモチベーションを維持する。 

中盤からは、クラウドソーシングによる受注

支援を重点的に行い、事業終了後も自発的に収

入を得られるようにする。 

 

・中核となる発注業務は、原則として参加者全

員が取り組む形とし、在宅ワーク可能時間や

習熟度に応じて分配する。その他の発注業務

は、実績や能力に応じて意向を確認しながら

分配する。 

・発注業務の受注実績も、受託者が提供するク

ラウドソーシングサイト上の実績と連動する

ため、クラウドソーシングサイトでの受注可

能性の向上に繋がる。 

・発注、仕様の説明、業務の進捗確認、検品に

ついては、株式会社うるるの品質管理チーム

が請け負う。 

・クラウドソーシングサイトによる受注につい

ては、随時、電話・メール・面談等による質

問を受け付ける。 

 

◆事業実績 

[参加者について] 

30 人の募集定員に対して、43 人の応募が

あり、選考の結果、31 人の参加者で開始した。 

31 人中、在宅就業の経験者は 18 人であり、

主な経験業務は、「チラシ作成」や「文字起こ

し」等である。 

参加者の年齢別の内訳は、20 代が 1 人、30

代が 9 人、40 代が 18 人、50 代以上が 3 人

であった。 

 

[在宅就業の時間] 

週当たりの在宅就業への平均従事時間は、0

時間が 9 人、10 時間未満が 17 人、20 時間
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未満が 5 人であった。0 時間の中には、事業

の開始直後から、連絡が途絶えてしまった方も

何人かいる。 

 

[実施ワーク] 

参加者が主に取り組んだ業務は、以下の通り

である。 

 

・データ作成・データ収集（入札情報システム

のチェック、入札情報の収集、補助金情報の

収集 など） 

・ライティング（プロフィール作成 など） 

・その他（EC サイトへの商品登録、チラシ作

成・イラスト作成 など） 

・クラウドソーシングのタスク型業務（アンケ

ート入力・回答 など） 

 

[参加者の収入] 

平成 28 年 6 月から、平成 29 年 1 月末の調

査時点までの 8 か月間において、参加者が行っ

た業務の総額は 1,456,097 円であった。 

1 人あたりの収入総額の平均は、46,971 円

である。 

 

◆事業ポイント 

・在宅就業コーディネーターの配置により、事

業の開始当初から、自身のキャリアプランに

おいて在宅就業をどのような位置に据えて考

えていくのか、また在宅就業によって獲得す

る収入目標などを継続してヒアリングしてい

る。それにより、自身の生活や就業スタイル

を見直し、支援期間中に転職や就業復帰する

方なども複数人見受けられ、「就業」につい

ても考える機会になったのではと考えている。 

・在宅で仕事を行うことにより、子供との時間

を多く持てるようになったという声や、一般

企業での就業との掛け持ちによって、よりメ

リハリのある生活が送られるようになったと

の声もある。 

 

◆事業課題 

[対象者と応募者の相違] 

選考に関わった自治体の担当者によると、ス

キルが足りないと感じる応募者が多かったた

め、本来、想定していた要件より緩和した基準

で参加者を選定した、とのことである。要件通

りに選定した場合、数人しか残らなかったかも

しれないという声もあった。 

スキルがある人は、既に就業していたり、自

分で仕事を見つけたりしている。本来の対象層

ではなく、他で支援を受けられない人達（例え

ば、職業訓練に通えない人等）の受け皿のよう

な形になっており、結果的に応募者のスキルが

低くなってしまっている。参加者に在宅就業を

継続的に続けていきたい人は少ない。ブランク

期間の防止、通常雇用後のスキルアップやトレ

ーニングの一環として、活用を考えている参加

者もいる。 

本来は「スキルはあるが、経験がないため、

本事業をきっかけとして、これから在宅就業へ

積極的に取り組みたい」という方を対象と想定

していたが、実際に応募してきた方は「とりあ

えず、やってみたい」という方も多かった。在

宅就業は、簡単にできるとイメージしている方

が多く、想定と実際にギャップがあったのでは

ないかと考える。 

昨今では情報通信の発展により、ＩＴ系の在

宅就業がより簡単に誰でも実施できるように

なっているが、満足のいく結果や収入を得てい

るケースはまだ少ない状況にある。 

また、簡単にチャレンジできる就業スタイル

ではあるが、本人にとってはいわば「転職」と

同じものであり、新しい働き先で定着し、結果

を出すには、時間をかけて知識やスキルを身に

付けていく必要があるのと同様で、在宅就業も

時間をかけて知識やスキルを身に付けていく

必要があるが、特に周囲のサポートが受けにく

い在宅就業はさらにその難易度が上がってく

る。 

簡単にスタートできる就業スタイルではあ

るものの、継続して結果を残すことは容易な努

力ではないことを理解し、その上で事業に参加

するように働きかけることが重要ではないか。 

 

[モチベーション維持] 

在宅ワークは、周囲に仲間がいない環境で実

施するため、孤独感を感じたりして、モチベー

ションを維持するのが難しいという事実があ

る。 

参加者のモチベーションを維持していくこ

とは、事業実施者の努力も重要であるが、参加

者の「元々のモチベーション」に関しては事業

実施者の努力とは別物である。事業スタートの

前に、参加者の在宅就業に対する意欲を確認す
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ることが大事であり、また本人にも継続して努

力することを共通認識として持ってもらう必

要がある。事前面談の段階から、在宅就業への

モチベーションが高い人を見極めるため、在宅

ワークでいくらの収入を得たいか等の具体的

なビジョンを持っているか確認することが重

要である。 

また、参加者が集まれる機会をより多く設け

るほうが良いと考えられる。実際に集まったほ

うが参加者同士の連帯感も強まるため、モチベ

ーションを維持し、途中離脱を防ぐためにも効

果的である。 

 

[業務受注] 

株式会社うるるが自社で持っている仕事を

優先的に発注したが、正確性・納期等も求めら

れる内容であり、最初で躓き、断念していった

参加者も多い。株式会社うるるが提供する仕事

で慣れて、その後、自分で仕事を見つけて、チ

ャレンジするというプランを考えていたが、提

供される仕事だけで終わってしまい、自分から

他の仕事へ取り組めるようにチャレンジする

方は少なかった。 

在宅就業は簡単にできるというイメージを

抱いて始めた方は、予想外の大変さに戸惑った

のではないか。また、株式会社うるるから業務

がある程度、継続的に提供されることで、満足

してしまったのかもしれない。 

しかし、自分で仕事を獲得することが、かな

り難易度が高いのは事実である。できそうな仕

事を探すだけで何時間も掛かる場合もある。 

クラウドソーシングの特徴としては、「長期

に継続可能で、安定的な収入が得られる業務」

が少ないことが挙げられる。また、クラウドソ

ーシング内でも競争が激しくなっており、参加

者のスキルではなかなか仕事が獲得できない。 

国や自治体がある程度の業務を集中させる

ことにより、継続的な発注ができるような仕組

みがあると、事業実施者としては取り組みやす

いと考えられる。 
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添付資料 4-3 静岡県 

 

 

◆事 業 の 概 要 

項目 内容 

①実施期間 平成 27 年 6 月～平成 28 年 3 月 

②実施体制 委 託 先（公益社団法人静岡県母子寡婦福祉連合会） 

再委託先（株式会社東海道シグマ） 

③対 象 者 県内在住のひとり親家庭の母・父及び寡婦 

④事業実績（Ｈ27 年度） 参加 13 人、業務発注総額 283,470 円（21,805 円/参加 1 人） 

⑤事 業 費（Ｈ27 年度） 1,008,000 円 （77,538 円/参加 1 人） 

 

◆事業経緯 

 

静岡県では平成24年度～平成26年度にお

いて安心こども基金を活用した、在宅就業支援

事業を実施している。平成 27 年度は多くの部

分でその資源を活用して実施したという背景

がある。 

 

◆実施体制 

[静岡県母子寡婦福祉連合会] 

公益社団法人静岡県母子寡婦福祉連合会は、

県下のひとり親家庭の方々が安心した生活を

援助する団体である。 

静岡県・静岡市・浜松市の共同委託事業とし

てひとり親家庭の自立に向けた「母子家庭等就

業・自立支援センター」を運営している。この

センターは、東部・中部・西部に相談員を置い

た支所を設置すると同時に、連合会事務局に本

所を設けて、各種相談及び無料職業紹介を実施

し、また養育費についても、専門員が相談に応

じている。 

事業内容としては、ひとり親家庭（母子家

庭・父子家庭・寡婦）及びその関係者に対して、

就業支援（就業相談、職業の紹介等）、生活相

談、養育費相談、面会交流支援を行うとともに

地域の支援者の資質向上のための研修等も実

施している。 

 

 

[再委託業者の選定] 

当事業においては、事業実施者には、業務の

調達、希望者の募集、スキルや人材の見極め、

業務配分、工数積算、検収・納品等の運営がで

きることが求められる。 

 

平成24年度～平成26年度のひとり親家庭

在宅就業支援事業に近い事業であり、以前、受

託コンソーシアム代表事業者として事業に参

加した株式会社東海道シグマが運営に携わる

ことで、より高い事業効果が見込まれると考え、

センター事業の委託先である静岡県母子寡婦

福祉連合会からの再委託という形で東海道シ

グマを事業実施者として選定した。 

 

[在宅就業コーディネーター] 

再委託先の東海道シグマの社員を実施期間

中常時 1 名配置している。パソコンインスト

ラクターの経験があり、東海道シグマが委託運

営する公共職業訓練も担当している。 

平成24年度～平成26年度のひとり親家庭

等在宅就業支援事業も担当していた方で、今回

の参加者とは顔が見えている関係性があった。 

業務の進め方に関する相談受付、及び応募段

階でのスキルチェックとパソコンスキル向上

のための指導。業務遂行中のサポート全般を行

った。  

 
◆事業名 ：静岡県ひとり親家庭在宅就業支援事業（平成 27 年度） 

◆実施主体 ：静岡県（健康福祉部こども未来局こども家庭課） 

◆キーワード ：民間企業が事業実施者として業務調達 
◆事業ポイント 

○在宅就業のサポート全般に携わる者として経験者がコーディネーターを担
当 

○参加者用に病院の満足度アンケート調査 1 万件の入力業務を用意 

○平成 24 年～26 年度の在宅就業支援事業の参加者を中心に業務を発注 

資料４-３ 
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◆業務の調達 

 

以前より東海道シグマと取引のあった県内

の病院で、定期的な利用者満足度調査のデータ

化業務の受注の話しが出ていた。受注が決定す

れば、入力業務が発生するため、作業者を募っ

て納品する必要があり、タイミングがあえばこ

の在宅就業推進事業の参加者に発注できると

考えた。 

アンケートは、手書きで約 5,000 件あり、

入力スピードや、入力ミスを排除するためのダ

ブルチェックを入れると 10,000 件となる。

工数を積算し、およそ 28 人の入力者が必要で

あると計算し、参加者を募集することとした。 

 

◆事業の流れ 

 

[発注業務の内容] 

アンケートは外来・入院・職員の 3 種類あ

り、無記名のため個人情報がなく、2/3 は選

択式の数字入力、自由記載欄の項目もそれほど

多くないため、パソコンによる入力ができれば、

経験が浅くとも対応可能な内容であった。 

 

[周知方法] 

平成 24～26 年度に実施した、ひとり親家

庭在宅就業支援事業の受講生（約 140 名）に

対して、一斉メールにて募集をおこなった。 

 

また、東海道シグマが運営する Facebook

ページでも予告～募集開始という告知を行っ

た。 

 

＜Facebook ページ：もぐっと JOB＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜予告編＞ 

 

 

募集枠28人に対しては16人の応募にとど

まったが、その中からパソコンスキル、Excel

での入力可否、メールでのファイル添付等が問

題なくでき、また以前の在宅就業支援事業のと

きの履歴から、納期意識や業務仕様書の理解力

などを鑑みて、13 人に業務発注を行うことと

した。 

 

[業務配分] 

一人あたり 340～400 件、確実に依頼を保

証する件数として想定し、工数から単価を設定

した。 

 

[募集要項] 

Facebook ページでの予告編のあと、募集要項

の詳細をアップしている。 

 

こんにちは♪ 

猛暑が続きますが、皆さん熱中症は大丈夫ですか？ 

  

！！！お待たせしました！！！ 

  

 先日予告しました、データ入力業務の詳細が決まり

ましたので 

正式に告知および募集を開始します！ 

  

今回は 2 種類のアンケート入力がありますので 

全部で 28 名分の作業者を【大募集】です！ 

  

2 種類は項目数および内容が全く異なりますので作

業日数や報酬も異なっています。 

詳細は以下をご確認ください。 
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【業務内容】 

Ａ．データ入力 

主に数字の入力ですが、一部文字入力（自由記述）

があります 

作業時間目安・・・2～3 分/件 

  

Ｂ．データ入力 

主に数字と選択肢の入力ですが、文字入力もやや多

めです 

作業時間目安・・・8～10 分/件 

  

※いずれもデータ入力①とデータ入力②（チェック

作業）で 1 セットです。 

※アンケートの回収件数によって発注（作業）件数

は異なります。 

※件数の指定はできません。 

 

【作業日程】全 5 種 

＜Ａ．データ入力＞（①～④の実質作業は 5～6 日間

です） 

≪日程①≫ 

データ入力① 9/30（金）～10/5（水） 

9/29（木）発送・10/6（木）事務局へ必着 

データ入力②（チェック作業） 10/7（金）～10/12

（水） 

10/6（木）発送・10/13（木）事務局へ必着 

作業予測件数・・・360 件程度/人（400 件を超え

ることはありません） 

定員・・・10 名 

  

≪日程②≫ 

データ入力① 10/14（金）～10/19（水） 

10/13（木）発送・10/20（木）事務局へ必着 

データ入力②（チェック作業） 10/21（金）～10/26

（水） 

10/20（木）発送・10/27（木）事務局へ必着 

作業予測件数・・・360 件程度/人（400 件を超え

ることはありません） 

定員・・・2 名 

  

≪日程③≫ 

データ入力① 10/21（金）～10/26（水） 

10/20（木）発送・10/27（木）事務局へ必着 

データ入力②（チェック作業） 10/28（金）～11/3

（木） 

10/27（木）発送・11/4（金）事務局へ必着 

作業予測件数・・・270 件程度/人（300 件を超え

ることはありません） 

定員・・・8 名 

  

≪日程④≫ 

データ入力① 11/9（水）～11/14（月） 

11/8（火）発送・11/15（火）事務局へ必着 

データ入力②（チェック作業） 11/16（水）～11/21

（月） 

11/15（火）発送・11/22（火）事務局へ必着作業

予測件数・・・210 件程度/人（250 件を超えるこ

とはありません） 

定員・・・4 名 

  

＜Ｂ．データ入力＞ 

≪日程⑤≫ 

データ入力① 10/8（土）～10/17（月） 

11/7（金）発送・10/18（火）事務局へ必着 

データ入力②（チェック作業） 10/19（水）～10/24

（月） 

11/18（火）発送・10/25（火）事務局へ必着 

作業予測件数・・・100 件程度/人（130 件を超え

ることはありません） 

定員・・・4 名 

  

【報酬】 

Ａ．30 円/件（税込） 

Ｂ．80 円/件（税込） 

※最終保証件数が設定 

  

【応募条件】（ＡＢ共通） 

●文字入力ができる方 

●パソコンとインターネット回線が準備できる方 

●パソコンに Excel2007 以降がインストールされ

ている方 

●パソコンで使用するメールアドレスをお持ちの方 

 （G-mail 等のフリーメールでも可） 

●メールでファイル添付作業ができる方 

  

【応募方法】 

下記のメールアドレス宛まで、以下の 4 点を記入し

ご応募ください。 

 

メディカルタッチケア協会： 

info@medicaltouch.org 

  

①氏名（ふりがな） 

②連絡先（携帯番号） 

③希望日程 

（日程①～⑤でお選びください。複数ご希望いただ

くことも可能です） 

※それぞれの日程に定員があります。 

 応募者多数の場合、抽選となります 

④メールアドレス（今回の業務で使用するパソコン

でのメールアドレス） 

  

【応募締め切り】 

8 月 24 日（水）午前 9 時 

 ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 上記が概要です。 

  

不明な点がありましたら、メディカルタッチケア協

会まで 

ご連絡ください。（info@medicaltouch.org） 

  

在宅ワークのご紹介ができるのは、1 年でこの時期

だけです。 

ぜひ、たくさんのご応募、お待ちしています☆ 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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業務は A と B の 2 種類である。A について

4 日程、B について 1 日程を設定している。

募集要項を見ると、業務についての詳細が説明

されていて、どの程度の時間でいくらになるの

かが分かりやすく説明されているのがわかる。 

 

A は主に数字入力で作業時間目安 2～3 分/件 

入力 5 日間とチェック 5 日間 

2 分/件として計算すると時給 900 円となる。 

 

 

B は数字入力と文字入力があり 

作業時間目安 8～10 分/件 

入力 5 日間とチェック 5 日間として、 

8 分/件として計算すると時給 600 円となる。 

 

 

自分のスキルにあわせて、東海道シグマに適

宜問合せするなどして、業務を選択させた。 

 

 

 

[事業の流れ] 

参加者には、データ入力を行うアンケートを

郵送し、入力用の Excel フォーマットをメール

で送信し、業務にあたってもらった。 

 

仕様書を作成し、こまかいルール等は自分で

理解するようにマニュアル化したが、疑問点に

はいつでも応えられる体制を準備していた。 

 

応募者のスキルと性格を見極め、またある程

度全員にならして業務を発注するようにコン

トロールしている。 

 

東海道シグマは人材派遣業を展開している

が 、 BPO （ Business  Process 

Outsourcing）事業も展開しており、こうい

った業務設計の経験が豊富であることから、業

務配分や精緻な工数計算ができるといえる。 

 

 

◆事業実績 

結果、13 人の参加者に均等に業務を配分し、

期間中一人平均 21,805 円の収入となった。 

 

また、その中でハイスキルな人材には、その

後のデータ集計・グラフ化・冊子化作業を 2

病院計 6 冊分依頼している。こちらの業務は

約 30 万円の支払いとなった。 

 

この業務を担当した方は、お子さんを幼稚園

に通わせているため、短時間のパート就業中で

あり、空いている時間で在宅業務を行い、現在

でも東海道シグマから業務を請負っている。 

 

就業支援事業の段階から、参加者をネットワ

ーク化し、業務に応じて発注出来る仕組みがあ

ることは、BPO 事業を展開する東海道シグマ

にとってもメリットとなっている。 

 

◆事業ポイント 

応募者に入力スキルと基礎的な業務遂行能

力があれば、本人に見合った入力業務をタイミ

ング良く受注出来る業務開拓力（営業力）に、

民間企業の強みがあるといえる。 

 

また、以前の支援事業の参加者に募集をかけ

られる状況を維持できているのも人材派遣会

社のノウハウのひとつといえる。 

 

当然、東海道シグマにとっても一連の在宅就

業支援事業を運営したことで、あらたな営業活

動が可能になったともいえる。 

 

◆事業課題 

安定した継続的な業務があれば、在宅就業希

望者に優先的に発注することができるので、行

政との連携でそういった業務を開拓していけ

れば尚良いのではないか。 

 

日
程

予測件
数/人

単価
/件

予測作業
時間／人

収入予測
/人

時給
換算

募集
人数

① 300件 ¥30 10時間 ¥9,000 ¥900 10 人
② 360件 ¥30 12時間 ¥10,800 ¥900 2 人
③ 270件 ¥30 9時間 ¥8,100 ¥900 8 人
④ 210件 ¥30 7時間 ¥6,300 ¥900 4 人

日
程

予測件
数/人

単価
/件

予測作業
時間／人

収入予測
/人

時給
換算

募集
人数

⑤ 100件 ¥80 13時間 ¥8,000 ¥600 4 人
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添付資料 4-4 岐阜県 

 

 

◆事 業 の 概 要（平成 27 年度） 

項目 内容 

①実施期間 平成 27 年 7 月～平成 27 年 9 月 

②実施体制 委 託 先（一般財団法人岐阜県母子寡婦福祉連合会） 

再委託先（株式会社パソナテック） 

③対 象 者 岐阜市を除く県内在住のひとり親家庭の父・母及び寡婦 

④事業実績（Ｈ27 年度） 参加 6 人 

⑤事 業 費（Ｈ27 年度） 1,566,000 円（261,000 円/参加 1 人） 

 

◆事 業 の 概 要（平成 28 年度） 

項目 内容 

①実施期間 平成 28 年 8 月～平成 29 年 2 月 

②実施体制 委 託 先（一般財団法人岐阜県母子寡婦福祉連合会） 

再委託先（株式会社ユニテックキャリアサポート） 

③対 象 者 県内在住のひとり親家庭の父・母及び寡婦 

④事業実績（Ｈ28 年度） 参加 5 人 

⑤事 業 費（Ｈ28 年度） 1,512,000 円（302,400 円/参加 1 人） 

 

◆事業経緯 

岐阜県では、以前の安心子ども基金を活用し

た在宅就業支援事業は実施していなかったが、

平成 26 年度より以下４点がひとり親家庭の

生活スタイル等に合うのではと考え、在宅就業

推進事業を実施することとした。 

 

・副業として空いた時間を活用して収入を得る

ことができる。 

・長く続けることで、スキルアップにつながる 

・時間を有効に使える 

・自分の得意な分野や興味のある分野で、スキ

ルを活かした仕事ができる。 

 

平成 27 年度は、前年度のセミナー内容が受

講者のスキルに合っていなかったという反省

を踏まえ、アドバンスクラスとベーシッククラ

スの２つのコースを設定し、実施した。 

また、平成 28 年度には在宅就業コーディネ

ーターの配置を検討したが、平成 27 年度セミ

ナー後、受講生の中で受注実績が少なく、1 年

間専任の在宅就業コーディネーターを置くこ

とは難しいと判断した為、セミナーのみの開催

となった。 

 

◆実施体制 

[一般財団法人岐阜県母子寡婦福祉連合会]（以

下、県母連） 

一般財団法人岐阜県母子寡婦福祉連合会は、

県下各市郡の母子寡婦会を以って組織し、県内

の母子家庭及び寡婦の総合的福祉増進を図る

ことを目的としている団体である。 

岐阜県の委託事業としてひとり親家庭の自

立に向けた「母子家庭等就業・自立支援センタ

ー事業」を運営している。このセンターでは、

各種相談及び無料職業紹介を実施している。 

 

◆事業名 ：在宅就業推進事業（平成 27 年度・平成 28 年度） 
◆実施主体 ：岐阜県（健康福祉部子ども・女性局子ども家庭課） 

◆キーワード ：連続セミナー実施でスキルアップとひとり親同士の交流を促進 

◆事業ポイント 
○パソコンスキルの習得とクラウドソーシングサイトのトライアル利用 

○就職支援講座として履歴書の書き方講座を並行 

○受講生全員の自立支援プログラムを策定 

資料４-４ 
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また、就業支援講習会として介護職員初任者

研修、介護福祉士実務者研修、医療事務講習、

パソコン講習（入門コース、検定コース）、ク

ラウドソーシング（岐阜市在住以外の方対象）

セミナーを実施している。 

 

[再委託業者の選定] 

平成 27 年度は、在宅就業にノウハウのある

会社として、自社でクラウドソーシングサイト

（job-Hub）の運営を行っている株式会社パソ

ナテックを選定した。 

 

平成 28 年度は、前年度の事業実施者であっ

た株式会社パソナテックでの実施が難しくな

ったため、岐阜県離職者委託訓練の受託企業で

あった株式会社ユニテックキャリアサポート

へ依頼した。自社にパソコン等の機器が整った

環境もあり選定となった。 

 

◆事業の流れ 

[周知方法] 

平成 27 年度は「母子家庭等就業・自立支援

センター事業」の就業バンク登録者 150 名へ

告知した。 

平成 28 年度も同様に就業バンク登録者約

300 名へ告知した。 

その他、チラシや母子家庭等就業・自立支援

センター事業、一部市町村のホームページにて

告知を行った。 

 

[セミナーの運営]（平成 27 年度） 

平成 27 年度は、ベーシッククラス（全 8

回）とアドバンスクラス（全 12 回）の 2 コ

ースを設定。 

7 月から毎週土曜日に実施し、時間は 1 回

につき 2.5 時間であった。 

カリキュラムは以下のとおりである。 

 

○ベーシッククラス 

パソコンスキルに不安のある方向けに、Excel

や Word の基本操作の説明・実習を行った。 

 

○アドバンスクラス 

Illustrator、Photoshop といったデザイン系の

ソフトウェアを使用したセミナーを行った。 

 

事業実施者の株式会社パソナテックが受講

者用として企業の理解を得て受けた仕事をセ

ミナーの中で行い、セミナー終了後には、株式

会社パソナテックが運営するクラウドソーシ

ングサイト（job-Hub）に登録し、受講生自身

で受注活動を行った。 

 

講師はメインとサブの 2 人体制で行った。

メイン講師は、Web サイトのデザインやコー

ディング、写真加工などの経験のある方が担当

した。株式会社パソナテックが運営する

job-Hub のシステム開発・運営に携わった方

がサブ講師を担当した。 

 

[セミナーの運営]（平成 28 年度） 

平成 28 年度は、全 12 回のコース設定とし

た。 

8 月から 11 月の毎週土曜日に実施し、時間

は 10:30～12:30、13:30～15:30 の 1 日

４時間（12:30～13:30 は休憩）であった。 
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セミナーの講師は、マイクロソフトオフィス

スペシャリストの資格を所有し、パソコンの講

師として 25 年の経験がある方が行った。 

 

カリキュラムは下記の通りである。 

 

[参加者について]（平成 27 年度） 

ベーシッククラスには参加者 3 名、アドバ

ンスクラスは参加者 6 名（内 3 名はベーシッ

ククラスの参加者）であった。 

在宅就業の経験のある３名は、株式会社パソ

ナテックに登録している方である。 

また、正規職員として就業中の方が 3 名お

り、スキルアップを目的として参加していた。 

 

[参加者について]（平成 28 年度） 

在宅就業経験者はいなかった。 

離職中が 2 名、在職中が 3 名（自営業 1 名、

パート・アルバイト 2 名）であった。正規職

員ではないため、参加動機として、収入を増や

したい、といったことが挙げられた。 

しかし、セミナー後のアンケートで、入力業

務といった簡単な業務は単価が安く、収入増に

ならず不安だ、といった意見があった。 

 

◆事業実績（平成 27 年度） 

株式会社パソナテックが受講生用に発注企

業の理解を得て受注した仕事の収入例は下記

の通りである。 

例１：報酬金額 1,050 円 

［業務内容］ブログ記事の作成 

（700 文字～ 350 円／1 記事） 

冬の子ども連れでのお出かけをテーマにし

た 

ライティング業務 

例２：報酬金額 A さん 980 円、 

      B さん 1,460 円 

［業務内容］商品データ入力（20 円／単価） 

商品カタログのスキャンデータ（PDF）のテ

キスト化業務結果、13 人の参加者に均等に業

務を配分し、期間中一人平均 21,805 円の収

入となった。 

 

◆事業実績（平成 28 年度） 

セミナー実施後、受講生自身が個人で受注を

行った。 

収入例は、下記の通りである。 

・アンケート入力等 単価 20 円 

・ブログ記事等のライティング単価 149 円 

・デザイン作成 単価 330 円 

・買い物代行 単価 1,157 円 

・キーワード検索 単価 5 円 

 

◆事業ポイント 

毎週決まった時間に集まってセミナーを受

講するため、ひとり親同士が交流する場にもな

っていた。 

また、毎回のセミナーに、県母連の相談員も

参加しており、何度も顔を合わせることで信頼

関係が生まれ、受講者全員の自立支援プログラ

ム策定につながった。 

履歴書の書き方やビジネスマナー等、就職活

動に活かせる支援のカリキュラムが組み込ま

れていたことも特徴である。 

 

◆事業課題 

イラスト作成やロゴのデザイン等の業務は

単価が高いものの Illustrator、Photoshop と

いったソフトウェアを個人で用意するにはお

金がかかり、ひとり親家庭にはハードルが高い

と考えられる。 

逆にデータ入力などの業務は単価が安いた

め、モチベーションを維持させるのが難しい。 

 

在宅就業推進事業の対象者は、既にスキルが

あり、パソコンやネット環境が自宅に整ってい

る、という方になっている。そういった方は相

談に来ることがなかったり、児童扶養手当を受

給していなかったりするため、接点がなく周知

が行き届かない。 

 

また、「クラウドソーシング」という言葉に

馴染みがないため、事業の意義を理解してもら

うことが難しい。 
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単年度事業のため、支援が途切れてしまう。

すぐに結果が出る事業ではないため、長い時間

（たとえば 3 年程度）支援を続けられれば効

果が見えてくるのではないかと考えられる。 

 

◆告知チラシ 

＜平成 27 年度＞ 

 

 

＜平成 28 年度＞ 
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